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平成２６年八郎潟町議会９月定例会 会議録

第１日目 平成２６年９月９日（火）

議長 三戸留吉 おはようございます。
ただいまの出席議員は１２名であります。定足数に達しておりますので、八郎潟町議

会９月定例会は成立いたしました。
これより９月定例会を開会いたします。直ちに本日の会議を開きます。
日程第１、会議録署名議員の指名については会議規則第１２０条の規定により議長よ

り指名いたします。１０番 伊藤敦朗君、１１番 近藤美喜雄君を指名いたします。
次に日程第２、会期の決定については、議会運営委員長 村井剛君の報告を求めます。

１番 村井剛君

議会運営委員長 村井剛 おはようございます。私から９月定例会の日程・運営等について審議いたしま
した当議会運営委員会の審議経過と結果について、ご報告を申し上げます。

去る、９月２日午前１０時から、第１委員会室において当局より町長、総務課長が出
席し委員会が開かれました。

今回の定例会の議案等は、条例改正議案が１件、平成２６年度補正予算議案が５件、
八郎潟町過疎地域自立促進計画の策定議案１件、工事請負契約議案１件、決算認定７件、
報告１件であります。また、請願・陳情は４件で、一般質問者は７名となっております。

本定例会の日程は皆さんに配付した資料のとおりでありますが、初日が町長の行政報
告、議案等の上程、提案理由の説明、質疑、請願・陳情についてなどを行い、各常任委
員会に付託いたしますが、一般質問並びに、その後の議案の深まることを期待し、初日
の常任委員会は日程の確認に留め、議員個々の議案の検討時間に充てることといたして
おりますので、よろしくお願いいたします。

２日目は、一般質問をおこない、終わり次第各常任委員会に入っていただきます。
最終日は、午後３時から各常任委員会に付託された議案等について、委員長報告のあ

と討論・採決を行います。
本定例会は、決算認定の審議に時間を要することから、本日から９月１８日までの１

０日間で行うことといたしております。
以上、議会運営委員会の報告といたします。ご審議の程、よろしくお願いいたします。

議長 三戸留吉 本定例会の会期は、議会運営委員長報告のとおり、本日から１８日までの１０日間と
決定してご異議ございませんか。

（異議なしの声あり）

議長 三戸留吉 ご異議なしと認め、そのように決定しました。
答弁のため出席を求めた者、町長、副町長、教育長、各課課長、会計管理者でありま

す。
日程第３、これより町長の行政報告を求めます。

町長 畠山菊夫 （町長の行政報告 別紙のとおり）

議長 三戸留吉 これより町長の行政報告に対する質疑を行います。確認の意味で申し上げますが、行
政報告以外の事項に対する質問、並びに１０日の一般質問と重複する質問は控えてくだ
さるよう、また一人一問程度で簡潔にお願いいたします。質問のある方は挙手願います。

はい、３番 金一義君

３番 金一義 １ページ目なんですけども、石塚地区の崩落、これは協議会の時も話したんですけど
も、まだどういう方法でやるのか、見通しはたたないのですか。もう一つ、盥沢地区の
崩落の規模、分からない方たくさんおると思いますので、お願いします。それともう一
つ、浦大町地区の道路冠水地区の側溝改良、この３つをお願いします。

産業課長 加藤貞憲 金議員さんからのご質問の、石塚地区の県単事業、それから盥沢の農地災害につい
て、ご説明させていただきます。

石塚地区の県単局所防災事業ですが、本日、秋田地域振興局森づくり推進課が来庁い
たしまして、現地調査をして、工法についてどのようにするか、本日現地１０時からの
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予定となっております。
それから盥沢地区の農地災害ですが、土砂量は１５０立米くらいではないかというこ

とで、現在着手しておりますが、現在は稲刈りの関係で車が出入りすることができるよ
うにしておりまして、稲刈り後、側溝、農地含めて正規の処理をしていきたいと考えて
おります。

建設課長 吉田久壽 金議員さんのご質問にお答えいたします。３箇所冠水した箇所がありますので、グ
レーチングの蓋を増やしたり、横断側溝、側溝の断面を広くするという計画を立ててお
ります。

議長 三戸留吉 他に、はい６番柳田君

６番 柳田裕平 ６番柳田です。行政報告の３ページですが、駅前の情報交流拠点多目的施設のカフェ
コーナーのテナント募集に再募集となっておりますが、この見通し、或いは最悪の場合
の状況をどのように考えておるのかお知らせください。委員会が違いますので、お願い
します。

総務課長 渡部博英 柳田議員のご質問にお答えいたします。カフェコーナーのテナント募集には、町内
の方が２名、町外の方が１名、申請書を持って行かれました。応募の〆切が８月２９日
でしたけれども、１０月の広報で再募集して、１１月末までの応募期間にしたいと思っ
てます。応募がない場合は、町内の方２名に対してこちらから呼びかけていきたいと思
っております。

議長 三戸留吉 はい、他に、９番菊地君

９番 菊地文人 先程、柳田議員さんに関することですが、カフェコーナーの関係で、いま１１月の末
までとありまして、町内の２名の方ということですけども、その方に関して応募できな
かった理由とか聞いているものですか。

総務課長 渡部博英 菊地議員のご質問にお答えいたします。その理由については、まだ聞いておりませ
ん。

９番 菊地文人 そうすればその２名の方に対して、もしその理由がうまく町政側の方で対応できるよ
うな理由であれば、対処した方がよろしいかと思いますけども、もしこれができなかっ
た場合は、県との整合性の中で何か問題があるものですか。

総務課長 渡部博英 菊地議員のご質問にお答えいたします。もし応募がない場合は、フリースペースと
いうことで、自動販売機を置いたり、くつろげるスペースに活用するということになろ
うかと、思っております。

議長 三戸留吉 はい、他にございませんか。
なければ、これにて町長の行政報告に対する質問を終わります。
次に、日程第４、議案第３６号から日程第１１、議案第４３号までの８議案を、各常

任委員会に付託する関係で一括上程したいと思いますが、ご異議ございませんか。
（異議なしの声あり）

議長 三戸留吉 ご異議なしと認め、このように決定いたしました。議事日程については、配付してい
る日程表のとおりでございます。

提案理由の説明を求めます。

町長 畠山菊夫 本日提出いたします議案等の概要について、ご説明申し上げます。
定例会会議日程資料７ページをご覧ください。

議案第３６号 八郎潟町消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正する
条例について

本町消防団員の定数は現在１０７名ですが、団員数は７４名であり、大幅な乖離があ
ります。ここ数年の団員数の推移に鑑みれば、この定数を確保することは極めて困難で
あるため、適切な定数に改定するものであります。

また、消防団員の公務災害補償と退職報償金に関する事務処理が、秋田県市町村総合
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事務組合で共同処理されているため、関係する条項を削除するものであります。

続きまして、各会計補正予算関係について、ご説明申しあげます。
補正予算書１ページをご覧ください。

議案第３７号 平成２６年度八郎潟町一般会計補正予算（第２号）について
歳入歳出にそれぞれ１億９，０４７万４千円を追加し、予算総額を３０億４，２７５

万５千円としております。
歳入の主なものは、１３ページ、国庫支出金・民生費国庫補助金の保育緊急確保事業

費補助金に２５０万円を追加しております。これは、八郎潟保育園の保育士等処遇改善
臨時特例事業等に対し補助されるものであります。

農林水産業費国庫補助金の農業基盤整備促進事業費補助金１億３，９９９万９千円の
追加は、東北農政局からの決定通知に基づくものであります。

県支出金・総務費県補助金の再生可能エネルギー導入事業費補助金に８９７万５千円
を追加しております。これは、同事業の追加要望分であり、駅前施設へソーラー街路灯
５基を新たに設置するものであります。

１５ページ、繰入金・介護保険特別会計繰入金５０２万円の追加は、平成２５年度分
の実績に伴う精算分であります。

また、財政調整基金繰入金３，５００万円の減額と繰越金の前年度繰越金２９万１千
円の減額は財源の組替によるものであります。

町債・臨時財政対策債６５７万１千円の追加は、起債発行可能額の確定によるもので
あります。

また、土木債・過疎対策事業債には、３事業分１，２００万円を、１７ページ、教育
債・過疎対策事業債に、３事業分４，９８０万円をそれぞれ追加しております。

歳出の主なものは、１９ページ、総務費・総務管理費の電子計算費には、秋田県町村
電算システム共同事業組合負担金として３４６万２千円を追加しております。これは、
公金収納サービス、コンビニ収納サービス等、電算共同化２次調達分の負担金でありま
す。

自治振興費・国民文化祭県民参加事業補助金６０万円の追加は、本町の２団体が県か
ら補助を受け国民文化祭の県民参加事業を実施いたします。町でも団体の活動を支援し、
国民文化祭を盛り上げるために、１団体３０万円を上限として補助するものであります。

また、企画費には街路灯設置工事費として、１，０９７万５千円を追加しております。
これは、歳入の再生可能エネルギー導入事業費補助金でもご説明いたしました、駅前施
設のソーラー街路灯５基の追加要望分８９７万５千円と、当初事業計画分の入札の結果、
総務費・教育費ともに請負差額が生じていることから、総務費でソーラー街路灯３基を
追加設置するため、教育費から不足額２００万円を予算組み替えするものであります。

２１ページ、戸籍住民基本台帳費の戸籍副本データ管理システムプログラム委託料に
１７２万３千円を追加しております。これは、災害時における戸籍の正本及び副本の同
時滅失等を防止するため、副本データを遠隔地に自動送信し、保管・管理するためのシ
ステム構築及び改修費であります。

民生費・老人福祉費の介護保険特別会計繰出金は３２７万５千円の減額としておりま
す。これは、介護保険特別会計のニーズ調査の委託業務内容の変更等に伴うものであり
ます。

２３ページ、児童福祉費・児童措置費の保育士等処遇改善臨時特例事業補助金２０３
万３千円の追加は、私立保育所に対し、保育士の人材確保を進めるための補助金で、負
担割合は、国３／４、県・町がそれぞれ１／８となっております。

衛生費・保健衛生総務費の社会保障・税番号制度システム整備委託料１３７万７千円
の追加は、マイナンバー制度に対応するためのシステム環境整備委託分であります。

また、健康管理システムリース料２５万９千円の追加は、現在稼働している健康管理
システムでは、マイナンバー制度に対応出来ないため、新たに対応可能なシステムに入
れ替えするものであります。

予防費の予防接種委託料には１３５万１千円を追加しております。これは、予防接種
法の改正によるもので、乳幼児が対象の水痘ワクチン分が６８万円、成人肺炎球菌ワク
チン分が６７万１千円であります。

２５ページ、衛生費・清掃費の塵芥処理費には、男鹿市松木沢潟端線防雪柵設置事業
負担金として、１８万４千円を追加しております。

これは、八郎湖周辺クリーンセンターへの搬入路となっている松木沢潟端線で、冬期
間、視程障害や吹き溜まりが発生し、運搬車両の通行に支障をきたしていることから、
交通確保を図るため防雪柵を設置した男鹿市に対して負担するものであります。
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農林水産業費・農業振興費の農地利用集積促進奨励金６６万７千円の追加は、当初見
込みよりも新規の利用権設定者が増えた事によるものであります。

また、農業基盤整備促進事業費補助金には、１億３，９９９万９千円を追加しており
ます。これは、畦畔除去による区画拡大や暗渠排水整備を行う農業者に対し補助する事
業で、全額国庫で賄われます。

農地費の県営造成施設突発事故復旧支援事業補助金３５万５千円の追加は、八郎潟土
地改良区管内のパイプライン施設２箇所の漏水修理に伴うもので、総事業費の１０％を
町が補助するものであります。

２７ページ、土木費・住宅管理費の修繕料１６２万円の追加は、町営住宅の修繕費が
嵩んでおり、予算不足が見込まれるためであります。

２９ページ、教育費・教育総務費・教育施設環境整備事業の小・中学校施設再生可能
エネルギー等導入工事の２００万円の減額は、総務費の企画費でご説明いたしました、
ソーラー街路灯３基を追加設置するための予算組み替えであります。

中学校費には、体育館ワックス塗布業務委託料として１７５万円を追加しております。
現在、体育館の床一面でワックスの剥離が見られ、体育の授業等に支障をきたす恐れが
あります。現状を改善するためには、体育館の床を全て電動工具で研磨し、コートのラ
イン及びワックスを塗布する必要があることから、業者に作業委託するものであります。

また、生徒派遣費補助金には、今後の秋季大会関係費を見込み、６５万円を追加して
おります。

３１ページ、社会教育費の文化財保護費には歴史資料館改修工事費２，３５４万２千
円を追加しております。これは、浦大町の農業集落排水処理場を歴史資料館に改修する
もので、過疎対策事業債の対象としております。

なお、各項目に計上されている人件費については、３２ページ「給与費明細書」に内
訳ごとの総額を記載しております。特別職が１２万４千円の減額、一般職は７２万２千
円の増額となっております。

以上が、一般会計補正予算（第２号）の概要であります。

議案第３８号 平成２６年度八郎潟町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）について
３５ページ、歳入歳出にそれぞれ２２５万１千円を追加し、歳入歳出の総額を７億

１，３２３万７千円としております。
歳入では、４１ページ、繰越金・前年度繰越金に２２５万１千円を追加しております。
歳出では、保険給付費の出産育児一時金に２１０万円を追加しております。これは、

当初予定していた人数より出産予定者が増えた事によるものであります。
また、保健事業費の総合健康診査奨励補助金には、１５万円を追加しております。こ

れは、人間ドック検診補助金の申請者数が当初予定人数を上回る見込みであるためです。
以上が、国民健康保険特別会計補正予算（第２号）の概要であります。

議案第３９号 平成２６年度八郎潟町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について
４３ページ、歳入歳出にそれぞれ２０万円を追加し、歳入歳出の総額を６，４７４万

５千円としております。
歳入では、４７ページ、諸収入の保険料還付金に２０万円を追加しております。これ

は、広域連合からの過年度分還付金であります。
歳出では、諸支出金・保険料還付金に２０万円を追加しております。これは、所得の

変更により、過年度分の保険料還付金が発生したためであります。
以上が、後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）の概要であります。

議案第４０号 平成２６年度八郎潟町公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）について
４９ページ、歳入歳出にそれぞれ１６０万円を追加し、歳入歳出の総額を３億３，１

９６万２千円としております。
歳入では、５３ページ、繰越金・前年度繰越金に１６０万円を追加しております。
歳出では、下水道費・公共下水道管渠築造工事費に１６０万円を追加しております。

これは、管渠築造工事価格の値上がりにより、うたせ苑の工事費に不足が生じたためで
あります。

以上が、公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）の概要であります。

議案第４１号 平成２６年度八郎潟町介護保険特別会計補正予算（第２号）について
５５ページ、歳入歳出にそれぞれ７００万円を追加し、歳入歳出の総額を７億８，６

４１万６千円としております。
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歳入では、５９ページ、繰入金・事務費一般会計繰入金を３２７万５千円減額し、前
年度繰越金に１，０２７万５千円追加しております。

歳出の主なものは、６１ページ、介護保険運営協議会費の日常生活圏域ニーズ調査委
託料を３８６万６千円減額しております。これは、当初ニーズ調査のアンケート作成・
発送・集計など全作業を業者委託とし、４２９万８千円予算措置しておりましたが、高
齢者へのアンケート調査のため実施方法を再検討した結果、報告書作成のみを業者委託
とするものです。

なお、実施方法の変更に伴い、筆耕賃金に９万６千円、印刷製本費に１１万５千円、
通信運搬費に３７万２千円をそれぞれ追加しております。

諸支出金の償還金利子及び割引料に５２５万５千円を追加しております。これは、平
成２５年度分介護保険給付の実績による精算で、国・県への返還金であります。

一般会計繰出金も同様で、昨年度の実績に伴う精算として、５０２万円を追加してお
ります。

以上が、介護保険特別会計補正予算（第２号）の概要であります。

次に、会議日程資料９ページをご覧ください。
議案第４２号 八郎潟町過疎地域自立促進計画の策定について

過疎地域の自立促進に必要な対策を総合的かつ計画的に実施するため、平成２６年度
から平成２７年度までを計画年次とする過疎地域自立促進計画を策定するものでありま
す。

資料１０ページ
議案第４３号 工事請負契約の締結について

秋田県市町村未来づくり協働プログラム事業情報交流拠点多目的施設地中熱利用ヒー
トポンプ設備工事について、下記のとおり工事請負契約を締結したいので、地方自治法
（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び議会の議決に付すべき契約及び
財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年八郎潟町条例第６号）第２条の規定に基
づき議会の議決を求めるものであります。

よろしくご審議の上、何卒ご可決くださるようお願い申し上げます。

議長 三戸留吉 これより議案に対する質疑を行います。
始めに、議案第３６号についての質疑を行います。質疑ありませんか。

４番 石井清人 ４番石井です。この条例の改正については、３項目、２条・１３条・１４条のことな
んですけども、私の考えを述べさせてください。

消防団員は、日常仕事を持ちながら、事あればいち早く現場に駆け付けて、身を挺し
て任務に当たります。現に三陸津波では、多くの消防団員が殉職いたしました。

私は、町民の安全安心を守るために頑張る消防団員というのは、非常に崇高な使命を
もったものだと思っております。団員に報いるためにも公務災害補償と退職慰労につい
ては、目に見える形で条例に明記していることが、町の心として温かみのあることだと
思います。なので削除しなくてもいいのではないかと考えております。若干、文言の手
直しは必要ですけども、そう思っております。

私の所属する委員会に付託されますので、ここでも同じ意見を述べたいと思いますの
で答弁は結構です。

議長 三戸留吉 他にございませんか。質疑なしと認めます。
次に、議案第３７号についての質疑を行います。質疑ありませんか。

７番 伊藤秋雄 委員会が違いますので、教育課にうかがいます。補正予算の２８ページから２９ペー
ジ、２００万の減額は、説明にありましたとおり、総務課の方にいくとのことですが、
太陽光パネルの入札の結果でたものではないかなと思いますが、その点について説明を
お願いします。

教育課長 渡部広保 伊藤議員さんのご質問にお答えいたします。教育課関係の太陽光パネル設置工事に
つきましては、予算額３７，０００千円でございます。それに対して請負額が３１，４
５７千円となっておりまして、受け差が約５，５４０千円でございます。その内の２，
０００千円を総務課の方の事業に充てるということで更正をしておりますが、その他３，
０００千円ほどまだ残っている状態ですが、工事がまだ終了しておりませんので、これ
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につきましては工事完了後に更正をさせていただくという形になると思いますので、よ
ろしくお願いいたします。

７番 伊藤秋雄 いま課長から説明がありましたが、私もまだ３，５４２，８４０円が残っておると感
じております。恐らくこれは、県支出金で１００％補助だと思います。そういった意味
において、総務の方では幼小中の方にソーラーを３基付けるということですが、この予
算ではまだまだできるのではと感じておりますので、なるべく返さないように使っても
らいたいと思いますので、よろしくお願いします。

議長 三戸留吉 他に、はい５番 加藤君

５番 加藤千代美 補正予算書の２５ページ、農業費の農業振興費、農業基盤整備促進事業費補助金１３
９百万、これは昨年度、暗渠をやるための申込書をとった分ですね、再度申込書を取っ
たんですが、他の町村をみますと早く予算決定がされてますけども、なぜこれが９月ま
で延びたのか。

これを聞くのは、まさに稲刈りが始まって、暗渠をやる人は籾殻を準備しなければい
けない。そういう状況になってます。そういう状況の中で、なぜ９月まで延びたのか、
その理由を教えてください。

産業課長 加藤貞憲 加藤議員さんのご質問にお答えいたします。７月に交付申請を、要望がありました
農家の皆さまに送付しております。７月３１日までに、交付申請の取りまとめをしてお
ります。その取りまとめをしたものを、また県を通して国の方に交付申請を行っており
ますので、そういう申請の関係で遅くはなっております。ただ他町村は、本町よりも早
く送付してるということを、いま議員さんからもお話しがありました。この点について、
遅くなった点についてお詫びいたします。昨年よりは通知を早く出しておりますけれど
も、実際そのような状況でありますので、大変申し訳なく思います。

５番 加藤千代美 事実関係が違うんじゃないの。７月１日から７月３１日まで募集したのは、２度目の
募集でしょ。この件については、前年度募集しているにもかかわらず、再度募集あった
からやったんで、前年度募集したものと、７月３１日まで募集されたものと、どう違う
んですか。それを説明してください。

産業課長 加藤貞憲 ２７年度事業要項についても募集しておりますが、同じく７月８日発行で７月３１
日までに、２６年度分の事業の交付申請を提出していただくように通知を差し上げてお
ります。

議長 三戸留吉 わかりましたか。よろしいですか。

５番 加藤千代美 ちょっと休憩してください。

議長 三戸留吉 休憩します。
（休 憩）
（再 開）

議長 三戸留吉 休憩以前に遡って開会いたします。
他にありませんか。

１１番 近藤美喜雄 委員会が違いますのでお願いします。
最初に１９ページ、国民文化祭県民参加事業補助金、この関係でありますけども、町

から２団体に対しての補助ですけども、もしできればその２団体はどんな団体で、どの
程度の事業を行うものか、これが一つ。

それからもう一つは、農地費の関係で２５ページ、ここに土地改良区関係の補助金が
ございます。土地改良区の施設が非常に老朽化して、このあと色々懸念されるわけであ
りまして、大変だなと思い理解しております。

ただこの後もどんどんこのような傾向が出てくるのかなと懸念されますけども、私こ
れちょっとよくわからなかったんですけども、全体の１割３５５万某の事業だと思いま
すが、これは町を経由しないでそれぞれいくものか、これちょっと教えていただきたい
と思います。
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あとは、町が決めた３団体の補助金なのか、３団体であるのかないのか、ただ単に町
に要望されて理解を示した補助金なのか、その２点をお願いします。

総務課長 渡部博英 近藤議員のご質問にお答えいたします。今年秋開催されます国民文化祭で、県民参
加事業として、本町の浦城の歴史を伝える会が「伝承浦の虎子踊り」を行います。それ
から、八郎潟文化村協議会による「雨ニモマケズ 朗読秋田大会イン八郎潟」を行う予
定としております。

なお全体の事業についてですけども、いま手元に資料ありませんので、後で報告した
いと思います。

産業課長 加藤貞憲 近藤議員さんの、県営造成施設突発事故復旧支援事業についてでありますけれども、
この事業について県の補助事業要項にのっとりまして、県が３／１０、町が１／１０の
負担率となっております。それで町がこの事業の負担に応じない場合、この事業に該当
にならなくて土地改良区の全額負担ということになるわけで、町の方でこの負担率１／
１０について了承いたしまして、補助事業として土地改良区に支払をしております。

今年度の場合はこれからのことなんですけども、場所としては昨年実施した箇所とだ
いたい同じになっております。

１１番 近藤美喜雄 今の、町を経由しないでストレートで入るわけですか。

産業課長 加藤貞憲 県の負担分については、直接土地改良区に支払われることになります。

議長 三戸留吉 他にございませんか。
質疑なしと認めます。議案第３７号についての質疑を終わります。
次に、議案第３８号についての質疑を行います。質疑ありませんか。

（質疑なしの声あり）

議長 三戸留吉 質疑なしと認めます。議案第３８号についての質疑を終わります。
次に、議案第３９号についての質疑を行います。質疑ありませんか。

（質疑なしの声あり）

議長 三戸留吉 質疑なしと認めます。議案第３９号についての質疑を終わります。
次に、議案第４０号についての質疑を行います。質疑ありませんか。

（質疑なしの声あり）

議長 三戸留吉 質疑なしと認めます。議案第４０号についての質疑を終わります。
次に、議案第４１号についての質疑を行います。質疑ありませんか。

（質疑なしの声あり）

議長 三戸留吉 質疑なしと認めます。議案第４１号についての質疑を終わります。
次に、議案第４２号についての質疑を行います。質疑ありませんか。

５番 加藤千代美 今回議会をやるにあたって、新しい「八郎潟町自立促進計画」が４日前に渡されたん
ですけども、それをみる暇がなかったので、前の資料で一番最初に渡された、全員協議
会の資料を基にして質問いたします。

この１ページ、基本的な事項の中に、うちのほうは法律が変わって過疎債の対象にな
りました。しかしこの資料をみますと、合併時からみるとそんなに人口が減ってないで
す。面潟と一日市が合併した人口というのは６，３００人です。いま６，３７６人、先
月の広報でいけば。わずか７６人しか違わないんです。それに比べて戸数が、いま２，
４９３戸、前は１，１００戸くらいです。そんなに人口が変わってないんですよ。これ
はそのあと努力した結果だと思うんですね。この資料の３ページをみると、平成２年か
ら平成７年の５年間で３８４人の減となってるんです。その理由を教えてもらいたい。

それからこれは、産業絡みの減少だと思うんですが、この資料の４ページの中に平成
１７年から２２年にかけて生産人口が大幅に減ってきております。その理由等はどうな
ってるのか、その間の時代的背景とか、そういうものをしっかりと分析したのかどうか。
その辺を教えてください。

それからこの資料の７ページ、財政の状況なんですが、平成２４年度をみると義務的
経費と投資的経費が少ないんですよ。その中でなぜ過疎債を充用しなければいけないの
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か、その辺の理由を教えていただければ有り難いと思います。

総務課長 渡部博英 加藤議員のご質問にお答えいたします。今回新たに自立促進計画を議会の皆さまに
お示ししておりますけれども、これにつきましては、人口推移等、精査して出しており
ます。

今回、過疎指定にあたっては、国の法律の基準が変わりまして、当町が過疎指定とな
っております。加藤議員が言われます平成２年から平成７年の人口の減少につきまして
は、分析はまだしておりません。過去産業別の就業人口につきましては、第１次産業の
減少が著しくなったということでございまして、昭和３５年では５６％、平成２２年で
は１１％と大幅に減少していることなどがあげられます。

なお、７ページの義務的経費、投資的経費は、自立計画に基づきまして建設費等かな
り抑えておりましたので少なくなっております。

５番 加藤千代美 私がいま７ページについて聞いたのは、義務的経費と投資的経費が延びていない、こ
のデータをみると。そういう中で、なぜ過疎債に頼らなければいけない財政を行わなけ
ればいけないか、ということを聞いています。

町長 畠山菊夫 過疎債に頼らない行政を行うというよりも、過疎債は有利なものだと思っております。
有効に使う手段としてこれからも使っていくよ、という考えであります。財政をよくす
ることが専決だろうと思って、私もなかなか建設事業を行わなかったんですけども、必
要なものはやってきたつもりでありますし、必要でないものは控えてきたつもりでござ
います。以上でそういう風な結果が出たと思っております。

それから、合併した当時から人口が減ってないとはどういうことでしょう。

５番 加藤千代美 この資料みてください。この資料１ページで合併した時は、６，３００人です。そし
て全体戸数が１，１００戸です。先月の統計によれば、人口が６，３７６人世帯数が２，
４９３戸です。それで聞いてるんです。過疎債の適用も法律が変わったために対象にな
ったんだろうけども、まだ建て直す機会が十分にある。

そこで町長にお聞きしますけれども、過疎債の第１条にどういうことが書いてあるか
おわかりですか。今の答弁とは違うような気がしますけれども、これ一般質問で質問し
ようと思ったんですけども、過疎債の適用というのはそういうものじゃないんじゃない
ですか。この法律の第１条は。これは明日、一般質問いたします。

議長 三戸留吉 他にありませんか。
質疑なしと認めます。議案第４２号についての質疑を終わります。
次に、議案第４３号についての質疑を行います。質疑ありませんか。

（質疑なしの声あり）

議長 三戸留吉 質疑なしと認めます。議案第４３号についての質疑を終わります。
只今から、各会計の決算認定の議案を上程しますので、佐藤代表監査委員から出席し

ていただきます。暫時休憩いたします。
（休 憩）
（佐藤代表監査委員入場）
（再 開）

議長 三戸留吉 会議を再開いたします。
日程第１２、認定第１号から、日程第１８、認定第７号までの７議案を各常任委員会

に付託する関係上、一括上程したいと思いますが、ご異議ございませんか。
（異議なしの声あり）

議長 三戸留吉 ご異議なしと認めます。提案理由の説明を求めます。

町長 畠山菊夫 続きまして、各会計決算について、ご説明申し上げますが、常任委員会で十分審議さ
れると思いますので、ここでは、主な事項についてご説明しますので、ご了承願います。

認定第１号 平成２５年度八郎潟町一般会計歳入歳出決算認定について
歳入歳出決算の概要を、ご説明申し上げます。
決算書の１５４ページをご覧ください。実質収支に関する調書により、歳入総額が３
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５億１，４７２万１，５５７円、歳出総額が３１億８，４８４万２，２６９円、歳入歳
出差引額は３億２，９８７万９，２８８円であります。そのうち、１億１，３７４万３，
０４２円が繰越額であり、実質収支額は２億１，６１３万６，２４６円となっておりま
す。

３ページ、歳入の概要ですが、町の自主財源である町税は、総額５億３１７万３，３
３５円で、前年度比１．９％、およそ９２４万円の増額となっております。調定額に対
する収納率については、９０．０％と前年度比０．８％の増となっております。

主要財源の地方交付税は、１５億８，７６１万６，０００円で、前年度比１．０％、
およそ１，５０６万円の増額となっております。また、普通交付税の代替財源の臨時財
政対策債は、１億２，０５５万３，０００円で、前年度比１０．３％、およそ１，３８
６万円の減額となっており、地方交付税と合わせますと、およそ１２０万円の増額とな
っております。

国庫支出金は、「社会資本整備総合交付金事業」や繰越事業の農業体質強化基盤整備
促進事業、えだまめ共同利用施設整備事業などにより、前年度比２４．４％、およそ７，
３１９万円の増額となっております。

町債は、県振興資金を借り入れした「未来づくり協働プログラム事業」と「湖東総合
病院建設費補助金」分の影響で、前年度比２１５．３％、およそ２億８，９３４万円の
増額となっております。

次に、歳出の概要ですが、義務的経費の、人件費、扶助費、公債費は、前年度比で２．
５％、およそ２，７８５万円の増額となっております。

投資的経費は、普通建設事業で「社会資本整備総合交付金事業」や「未来づくり協働
プログラム事業」の用地取得・移転補償費などが大きく影響し、前年度比４２９．１％、
およそ３億８，９４３万円の増額となっております。

その他の経費、これは、物件費、補助費、積立金、貸付金、繰出金等でありますが、
前年度比７．４％、総額でおよそ１億２，４０８万円の減額となっております。

積立金につきましては、２５年度から２６年度へ繰越いたしました、未来づくり協働
プログラム等の翌年度へ繰越すべき一般財源の影響により、対前年度比３３．７％、１
億１，３０６万円の減額となっております。

実施事業の概要につきましては、面潟線のバス路線廃止に伴い、平成２５年４月１日
から、面潟線区域住民の交通手段を確保するため、デマンド型乗合タクシーの試験運行
を開始し、平成２６年３月３１日現在の登録者数は７２名でした。

秋田県市町村未来づくり協働プログラム事業では、駅前に図書館・子育て支援・交流
機能を有する情報交流拠点施設建設のため、用地取得・物件移転補償などを実施してお
ります。

湖東総合病院建設事業補助金として、厚生連に対し、建設事業費の２０％を関係４町
村で補助しております。負担額については、協定書に基づき、均等割・人口割・利用者
割・地元割により算定しております。

灯油購入助成事業では、原油高騰に伴い、灯油価格が上昇し、町民の生活に影響を与
えていたことから、町民税非課税世帯を対象とし、購入費助成を実施いたしました。

「緊急雇用創出事業交付金活用事業」では、浦城跡周辺観光案内人育成事業と、図書
館機能整備事業を実施いたしました。

繰越明許費の「えだまめ共同利用施設整備事業」では、JA あきた湖東が実施した、
えだまめ共同選果場の施設整備に対し、補助金を交付しております。補助財源は全額国
庫で賄われ、共同選別施設の能力増強が図られました。

空き家対策といたしまして、町条例に基づき、特に危険で緊急措置が必要と認めた１
３区の焼失建物について、行政代執行で解体作業を実施いたしました。

これら、決算数値による各項目の比率等では、経常収支比率が８３．１%で前年度比
０．８%増、公債費比率が８．３%で前年度比０．３％増となっております。また、地
方債の同意基準を定めたもので、過去３年間の平均数値であります、実質公債費比率は、
１１．１％で、前年度対比１．０%減となっております。

以上が一般会計歳入歳出決算の概要であります。

認定第２号 平成２５年度八郎潟町国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について
歳入歳出決算の概要をご説明申し上げます。
１９０ページ、実質収支に関する調書により、歳入総額が８億４，６０２万８，４６

６円、歳出総額が７億７５１万１，７９２円、歳入歳出差引額が１億３，８５１万６，
６７４円となっております。

歳入の概要ですが、１５７ページ、国民健康保険税が１億５，７４１万１，４９２円
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で、調定額に対する収納率は、前年度を１．９％上回る７８．４%であります。
国庫支出金や療養給付費等交付金は、歳出に見合った額が歳入となっております。
一般会計からの繰入金である他会計繰入金は、３，２４０万５７８円と前年度比で、

およそ１８８万円の減となっております。
次に、歳出の概要ですが、１６１ページ、保険給付費では、療養諸費が４億７４４万

４，９９５円で、前年度比でおよそ２，２６８万円下回り、保険給付費全体でも前年度
比６．６%、およそ３，２０５万円下回っております。

以上が国民健康保険特別会計歳入歳出決算の概要であります。

認定第３号 平成２５年度八郎潟町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について
歳入歳出決算の概要をご説明申し上げます。
２０６ページ、実質収支に関する調書により、歳入総額が６，５６５万７，７０７円、

歳出総額が６，５３４万４，９４９円、歳入歳出差引額が３１万２，７５８円となって
おります。

歳入の概要ですが、１９３ページ、後期高齢者医療保険料が、４，０５９万４，７５
０円、一般会計繰入金は、２，３７１万９，４７０円となっております。

次に、歳出の概要ですが、１９５ページ、後期高齢者医療広域連合納付金として６，
１９６万１，１２０円、一般会計繰出金が１３２万４，３３７円となっております。

以上が八郎潟町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の概要であります。

認定第４号 平成２５年度八郎潟町公共下水道事業特別会計歳入歳出決算認定について
歳入歳出決算の概要をご説明申し上げます。
２２２ページ、実質収支に関する調書により、歳入総額が３億５，６７７万７，７９

８円、歳出総額が３億５，０６８万９，８３０円、歳入歳出差引額が６０８万７，９６
８円であります。そのうち８万１，０００円が繰越額であり、実質収支は６００万６，
９６８円となっております。

歳入の概要ですが、２１３ページ、使用料は７，１７８万６，６２０円で、前年度比
１２．３%、およそ７８４万円の増となりました。

また、調定額に対する収納率は、受益者負担金が前年度比１６．１％減の２６．２%、
使用料が前年度比０．６％減の９４．２％となっております。

一般会計からの繰入金は、１億３，５５３万６，０００円で、前年度をおよそ５４８
万円下回っております。

２１５ページ、町債では、下水道整備事業債として、公共下水道事業費、流域下水道
事業及び建設利息償還債分として、６，３６０万円、無利子の県振興資金貸付金を活用
し、民間資金６件の借り換え分として７，５００万円、総額１億３，８６０万円を借り
入れております。

次に、歳出の概要ですが、２１７ページ、公共下水道費の工事請負費では、公共下水
道管渠築造工事費として、未普及地域への管布設を行い総額８６６万１，４５０円を支
出しております。県が事業主体となっている流域下水道事業負担金には１４９万８千円、
２１９ページ、下水道維持管理費では、総額で４，５７７万１，１２２円、起債償還金
の公債費は、総額で２億８，６２１万２，７８３円で、うち７，５１３万３千円が、歳
入の町債でも説明いたしました、県振興資金による借り換え分であります。

以上が公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の概要であります。

認定第５号 平成２５年度八郎潟町農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定について
歳入歳出決算の概要をご説明申し上げます。
２３２ページ、実質収支に関する調書により、歳入総額が４，３７１万９，６７５円、

歳出総額が４，１４８万２９９円、歳入歳出差引額が２２３万９，３７６円であります。
２２９ページ、歳入の概要ですが、一般会計からの繰入金は４，０９８万円で、前年

度比、２，１２２万７千円の増額となりました。
次に歳出の概要ですが、２３１ページ、管理費が２，０５２万９，９３８円で、これ

は、集落排水処理施設の管理費と小池・浦大町処理場の機能廃止に伴う、水槽の埋め戻
し及び設備の撤去工事費であります。公債費は２，０９５万３６１円となっております。

以上が農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算の概要であります。

認定第６号 平成２５年度八郎潟町介護保険特別会計歳入歳出決算認定について
歳入歳出決算の概要をご説明申し上げます。
はじめに保険事業勘定ですが、２６８ページ、実質収支に関する調書により、歳入総
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額が８億４５７万５，１８１円、歳出総額が７億７，２３２万６，９７５円、歳入歳出
差引額が３，２２４万８，２０６円であります。

歳入の概要ですが、２３５ページ、保険料は、１億１，６５９万８，６５０円で、調
定額に対する収納率は９７．９%でありました。

次に歳出の概要ですが、２３７ページ、総務費では、認定審査会共同設置負担金等を
含め、総額で１，３６４万２，７０８円、また、保険給付費では、総額で７億１，７３
３万４，２８０円となりました。

次に、介護サービス事業勘定は、２７８ページ、実質収支に関する調書により、歳入
総額が２６６万３，０８０円、歳出総額が２５４万７千円、歳入歳出差引額が１１万６，
０８０円であります。

歳入歳出の概要は、２７１ページ、介護予防給付費収入として２５７万６，９６０円、
支出として繰出金２５４万７千円となっております。

以上が介護保険特別会計歳入歳出決算の概要であります。

認定第７号 平成２５年度八郎潟町上水道特別会計決算認定について
決算の概要をご説明申し上げます。
２８６ページ、平成２５年度の純利益は、前年度比、およそ５７６万円増額の１，８

７９万５，８１８円となりました。
２９１ページ、収益勘定の水道事業収益では、給水収益が１億４，２５０万７，７３

０円と、前年度比、およそ５４１万７千円の減額となりました。
２９２ページ、水道事業費用では、営業費用が１億９４５万６，０３５円と前年度比、

およそ１，０２２万円の減額となっております。
２９３ページ、営業外費用では企業債利息が１，１７４万３，８３７円と前年度比、

およそ７９万円の減額、水道事業費用総額は、１億２，１２８万９，７７４円となって
おります。

２９４ページ、資本的支出として、建設改良費、企業債償還金で総額４，１８７万７，
１７３円となっております。

以上が上水道特別会計収入支出決算の概要であります。
以上、平成２５年度各会計決算の概要をご説明しましたが、よろしくご審議の上、認

定くださるようお願い申し上げます。

議長 三戸留吉 次に、監査委員による監査の報告を求めます。

代表監査委員 佐藤國雄 （監査委員の意見書により監査報告の説明）

議長 三戸留吉 これより議案に対する質疑を行います。
始めに、認定第１号に対する質疑を行います。質疑ありませんか。

５番 加藤千代美 認定第１号の決算書の中身なんですが、先程監査委員からの指摘にもありましたけれ
ども、不納欠損が一般会計と国保で１５，０００千円くらいあります。これに対して監
査委員の報告では、一層努力しなければいけない、と謳ってますけれども、町としては
どういう対策をとったのか、教えていただきたい。

税務課長 落合智 加藤議員にお答えいたします。収納率でいきますと、昨年と比較して若干上がってま
すけれども、方法については、臨戸徴収の強化を図ったということがありまして、その
効果が現れたのではないかと思います。後は県の滞納整理機構への協力によります収納
については、昨年度については実施に至っておりません。これにつきましては、滞納者
との納税相談をしている部分については、滞納整理機構への移行はできないということ
とでありまして、個々の滞納者に対する相談についてを強化したということでございま
す。

５番 加藤千代美 不納欠損については、法律では５年で不納欠損になります。そうするとこれは、去年
もそうですけれども、不納欠損が増えるということは、一般の住民にとっては非常に負
担になると思います。公平感がないという観点になります。その際に、滞納している方
に対して面談をしているという話でしたが、具体的な例を申し上げますと、不納欠損を
はかっているある市の住民なんですが、年金まで差し押さえられたんです。ただし法律
では生活資金である年金は、全額差し押さえることができないということになってます。
その場合にその市では、計画的にいくらかでも納めなさいという指導をなさっているん
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です。そういうことをやるために、従来でありますと納税貯蓄組合というのがあって、
分割システムの中で納めるシステムがありましたけれども、今は法律改正があったのか
どうか分かりませんが、それが無いような状態です。そういう中に於いて町では、ただ
個人と面談をして徴収するという方法をとっているのか、その辺を具体的に教えてくだ
さい。

税務課長 落合智 納税相談ということで行っておりまして、分納という形で、それこそいくらかでも、
というような形でいただくように相談をしております。

５番 加藤千代美 そうすると分納していきますと、不納欠損額の額について５年なった場合に、不納欠
損として認められますか。それとも一旦納めてしまいますと、そこから５年間さらに発
生するという解釈でよろしいですか。

税務課長 落合智 更に５年間ということになります。

議長 三戸留吉 他にございませんか。
質疑なしと認めます。認定第１号についての質疑を終わります。
次に、認定第２号についての質疑を行います。質疑ありませんか。

（質疑なしの声あり）

議長 三戸留吉 質疑なしと認めます。認定第２号についての質疑を終わります。
次に、認定第３号についての質疑を行います。質疑ありませんか。

（質疑なしの声あり）

議長 三戸留吉 質疑なしと認めます。認定第３号についての質疑を終わります。
次に、認定第４号についての質疑を行います。質疑ありませんか。

（質疑なしの声あり）

議長 三戸留吉 質疑なしと認めます。認定第４号についての質疑を終わります。
次に、認定第５号についての質疑を行います。質疑ありませんか。

３番 金一義 監査委員の現地視察を明記してありますけれども、浦大町は再利用される予定で、小
池の場合ですけども、今後検討されると書いてますけれども、話は色々聞いておりまし
たけれども、これは話が進展しなかったのかどうか、今後の検討課題になっているのか、
そこら辺詳しく教えてください。

建設課長 吉田久壽 小池処理場の後処理の関係ですけども、まだしっかりした方針は決まっておりませ
ん。

３番 金一義 そうすると、土地改良云々という話が出ておったようですけども、これは年度内に決
めるのか、それとも時間の猶予があるのか、そこら辺町としてはどのような解釈なのか。

建設課長 吉田久壽 土地改良区の方から買いたいという申し出がありますけれども、その中で色々と整
備をしていただきたいということがありますけれども、町としてはそれについては、ま
だ検討中ですので回答はしておりません。

議長 三戸留吉 他にありませんか。
質疑なしと認めます。認定第５号についての質疑を終わります。
次に、認定第６号についての質疑を行います。質疑ありませんか。

（質疑なしの声あり）

議長 三戸留吉 質疑なしと認めます。認定第６号についての質疑を終わります。
次に、認定第７号についての質疑を行います。質疑ありませんか。

（質疑なしの声あり）

議長 三戸留吉 質疑なしと認めます。認定第７号についての質疑を終わります。
これにて、認定議案に対する質疑を終わります。
ここで佐藤代表監査委員より退席していただきます。ご苦労様でした。
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暫時休憩します。
（休 憩）
（佐藤代表監査委員 退席）
（再 開）

議長 三戸留吉 会議を再開いたします。
次に、日程第１９、報告第３号 平成２５年度八郎潟町一般会計等財政健全化審査及

び平成２５年度八郎潟町水道事業会計経営審査についてを上程いたします。
提出者の報告を求めます。

町長 畠山菊夫 会議日程資料１８ページをご覧ください。
報告第３号 平成２５年度八郎潟町一般会計等財政健全化審査及び平成２５年度八郎潟町水道

事業会計経営審査について
財政健全化法第３条第１項・第２２条第１項の規定により別添の「平成２５年度八郎

潟町財政健全化及び経営健全化審査意見書」を議会へ報告します。

議長 三戸留吉 報告第３号に対する質疑を行います。質疑ありませんか。
（質疑なしの声あり）

議長 三戸留吉 質疑なしと認めます。報告第３号についての質疑を終わります。
次に、日程第２０、請願・陳情についてを上程します。お手元に配付しております請

願・陳情は、請願２件、陳情２件であります。
受理番号１１号１２号の請願に対する紹介議員は、北嶋賢子君です。北嶋議員の説明

を求めます。

８番 北嶋賢子 議席番号８番 日本共産党の北嶋賢子です。請願が２件出されました。その紹介議員
となりましたので、受理番号１１番と１２号の趣旨の説明を行います。

受理番号１１は、農業委員会、企業の農地所有、農協改革など、「農業改革」に関す
る請願でございます。

受理番号１２は、政府による緊急の過剰米処理を求める請願でございます。
１１、１２ともに、農民運動秋田県連合会 鈴木万喜夫委員長より提出された請願で

あります。紹介議員となりましたので、両請願の趣旨の説明をいたします。
受理番号１１、農業委員会、企業の農地所有、農協改革など、「農業改革」に関する

請願です。
請願趣旨、「規制改革会議答申」を受けて、政府が「骨太方針２０１４」ならびに「新

成長戦略」に位置づけた「農業改革」は、日本の農業だけでなく、国民の食料と地域の
将来に重大な影響を及ぼしかねません。

この「農業改革」は、安倍首相の「日本を世界で一番企業が活躍しやすい国」をつく
る成長戦略の一環として、日本農業と国民の食を支えてきた家族農業を否定し、農業と
農地を企業の儲けのために開放しようとするもので、その障害となる農業委員会や農協
の事実上の解体も提言しています。

農業委員の公選制を廃止し、地域農業振興の建議機能を奪うことは、農地管理や農業
振興に対する農民の意見表明の場を奪うことになります。農業生産法人の要件緩和と合
わせ、企業の農地取得に道を開くことにつながります。

また、ＪＡ中央会の見直し、全農の株式会社化、さらには単位農協から信用・共済事
業を分離することは、家族農業や地域経済を支え、地域のインフラを提供している農協
の役割をないがしろにするもので、労働者の雇用にも重大な影響を与えます。

この方向は、企業の儲けのために、自主的に運営されるべき協同組合の存在を否定す
ることであり、ＩＣＡ（国際協同組合同盟）会長も、「協同組合の根本的な原則に攻撃
を加えている」と批判しています。この攻撃は農協にとどまらないでしょう。

いま、食糧危機が心配されるなか、将来にわたって安全・安心な食料生産・供給を担
い、環境と調和できるのは家族農業であり、国連も今年を国際家族農業年としているの
です。農業政策の基本を、企業の参入・進出に置くのではなく、家族農業を基本として、
それを支える諸制度の充実、地域コミュニティーの維持、協同組合を発展させることこ
そが重要だと考えます。

請願項目として、２項目あがっております。１１号ですけれども、８月１日に行われ
ました「米価対策共闘会議」のトラクター、軽トラでのデモ行進に、農協でも職員を派
遣してきました。ＪＡ湖東は、５名の職員が参加しました。農協への解体攻撃に対して、
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事は本当に深刻です。事の深刻さがわかると思います。民主党からの代表もデモに参加
しました。農業委員会、農協ともにこれまで果たしてきた役割、特に今年は国際家族農
業年です。家族経営の小さな農家を支えてきたのも農協です。農業委員会、農協ともに
私たちには無くてはならない大切な組織です。守り発展させるための請願でもあります。

続きまして受理番号１２です。政府による緊急の過剰米処理を求める請願です。
２０１４年産は、宮崎県、鹿児島県、高知県などの超早場米の消費地での取引価格が

「前年を４，０００円程度下回る１２，０００円台」などと取り沙汰され、全国的な価
格の大暴落が強く懸念されます。

今年から経営所得安定対策が半減され、米価変動補てん交付金も事実上廃止されたも
とで、今でさえ生産費を大幅に下回っている米価がさらに暴落するなら、再生産が根底
から脅かされることになります。とりわけ担い手層の経営への打撃は計り知れないもの
があります。

政府は、主食用米から飼料用米への転換を、助成金を増額して誘導していますが、対
策の初年度ということもあり、種もみの確保、マッチング、貯蔵・調整施設などが未整
備であり、生産現場で十分な対応ができない状況にあります。

そもそもこの間の米価の下落は、２０１３年、２０１４年度の基本指針を決めた昨年
１１月の「食料・農業・農村政策審議会食料部会」で、今年６月末の在庫が２年前に比
べて７５万㌧も増える見通しを政府が認識しながら、何ら対策を講じてこなかったこと
にあります。また、「攻めの農政改革」で５年後に政府が需給調整から撤退する方針を
打ち出したことも追い打ちをかけています。

主食の米の需給と価格の安定をはかるのは、政府の重要な役割です。過剰基調が明確
になっている今、政府の責任で需給の調整を行うのは当然であり、緊急に対策を実施す
ることが求められています。

このような請願でございます。請願１２は、昨日、一昨日、東京に行って来ました。
福島県から南はもう稲刈りが始まっていました。今年の仮渡金は１俵９，８００円と聞
きましたが、７，８００円という声も出ています。ところが前年の米の仮渡金が高かっ
たために、今年は１俵から５００円もバックするような話も出てきました。数年前、我
が家は３０万円のバックでした。

米価が急落した上に、１００万円もバックとなると、大きな農家は頭を抱えています。
今ある過剰米を早急に処理することの請願でございます。

以上、１１号、１２号をかけ足で説明いたしました。よろしくお願いいたします。

議長 三戸留吉 提出された議案等並びに請願・陳情について、議事日程及び請願・陳情文書表に記載
のとおり所管の常任委員会に付託することにご異議ございませんか。

（異議なしの声あり）

議長 三戸留吉 ご異議なしと認め、各常任委員会に付託することといたします。
事務局長から委員会室を報告させます。

５番 加藤千代美 その前に、議長よろしいですか。

議長 三戸留吉 はい、５番 加藤君

５番 加藤千代美 審議に入る前に、資料の要求をしたいと思います。
先程、税務課長に申し上げましたが、５年で時効になる滞納繰越金について、今まで

５年間の実績の中で、何名の方が不納欠損に陥ったのか、それについて相談すると、そ
の時点から不納欠損でなくなるということなので、その５年間の実績を教えてください。

また仮に、不納欠損が生じたことについて、なぜそのようになったかを資料として提
出してもらいたい。

もう一つ、教育委員会にですが、過去５年間に進学率の状況、何処の学校に何人入っ
ているのか、状況資料を提出お願いしたいと思います。できれば、所得格差は分からな
いと思いますけれども、階層が分かれば階層に分けてお知らせください。

議長 三戸留吉 担当の課長よろしいですか。資料の方お願いします。
そうすれば局長から委員会室をお願いします。

議会事務局長 鳴海一元 総務産業常任委員会は第１委員会室、教育民生常任委員会は第２委員会室で開
催していただきます。
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議長 三戸留吉 これより常任委員会を開いていただきます。１０日、水曜日は、午前１０時より本会
議を開きます。本日の会議は、これをもって散会いたします。

どうもご苦労様でした。
（午後０時１５分）
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平成２６年八郎潟町議会９月定例会 会議録

第２日目 平成２６年９月１０日（水）

議長 三戸留吉 おはようございます。
ただいまの出席議員は、１２名であります。定足数に達しておりますので、八郎潟町

議会９月定例会は成立いたしました。
これより本日の会議を開きます。答弁のため出席を求めた者、町長、副町長、教育長、

各課課長、会計管理者であります。
日程第１、これより一般質問を行います。最初に５番 加藤千代美君の一般質問を行

います。

５番 加藤千代美 ５番 加藤であります。一般質問を行います。
通告しております、議員報酬の日当制について
最近の新聞を見ると、「アベノミクスで日本は失われた自信を取り戻した。この勢い

で我々は今後も成長しなければならない。」政府が６月に閣議決定した骨太の方針は、
そんな決意を伝えています。

しかし、日本の人口は、２００８年をピークに減少に転じ、２１００年にはピーク時
の４割になるとの予測もあります。物を買う人も税金を納める人も急激に減る、手をこ
まねいていては成長どころか縮小スパイラルに陥ってしまう。そこに至っては、もはや
回復は困難、骨太よりも危機感のにじむ文言が踊っております。いったいどうするのか。

子どもを産んでもらえるよう、あらゆる政策を動員する、高齢者や女性にも働いても
らう、企業は絶え間なくイノベーションをおこし、過疎化する地域は集約化を進めると
あります。

このような問題を解決する時に、例えばイノベーションを例にとると、物によっては
専門の知識人の知恵を借りたり、あるいは大学に相談するなどして、解決を図るのが上
等手段と考えている、という記事が載っております。

では我々自治体は、今のようなたくさんの問題が発生した時に、議会の最も基本であ
る、学生時代に学んだ「広く会議を興し、万機公論に決すべし」という議論の機会を数
多く持つことによって、事にあたるべきと考えるのでありますが、どうでしょうか。

また当町議会においては、今から何年か前に福島県の矢祭町を視察に行ったと聞いて
おります。矢祭町では、様々な問題を取り上げ議論を深め、かかる議案の早期解決をみ
るために通年議会を開催し、議員報酬も日当制にしていると伺っております。

私もこのように変化の早い時代には、通年議会を開催すると同時に、議会議員の数も
多くし、たくさんの議員から色々な意見を出していただいて議論を深めることが、町の
発展に繋がるものと思います。

また、議員報酬も日当制にすることにより、議員活動が町民の前に赤裸々に写ること
から、どこかの議員のようにテレビの前で泣いたり、偽りの証言をするという状況も生
まれないのではないでしょうか。

議員報酬を決めるにあたっては、当町で勤務する商店街､公的機関、団体等の日当等
を勘案して、それこそ第三者機関等を設置して決定していただく等を考えてはどうでし
ょうか。

これが第１の質問であります。
２つ目の質問でありますが、過疎債の活用についてであります。
過疎地域自立促進特別措置法の第一条には、人口の著しい減少に伴って地域社会にお

ける活力が低下し、生産機能及び生活環境の整備等が他の地域に比較して低位にある地
域について、総合的かつ計画的な対策を実施するために必要な特別措置を講じることに
より、これらの地域自立促進を図り、もって住民福祉の向上、雇用の増大、地域格差の
是正及び美しく風格有る国土の形成に寄与することを目的とする、とあります。

この法律を読むと、いかに自立を図るかということが書かれていて、自立を図るため
の政策には手を貸しますよと解釈いたしました。

しかし、先日の全員協議会で渡された資料をよくみると、従来から話されている内容
を羅列しているだけで、先が見えないものとなっているような感じが否めないのであり
ます。

例えば産業であるが、いま国では農地中間管理機構を使って、認定農家と見極めるも
のについては、農地の集約を図るべく事業を推進するとあります。しかし町の資料には、
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生産基盤の整備と合わせて集落営農を維持し、経営規模の拡大や高収益作物作りの普及
を図るとうたっているが、高収益作物とは何か。経営規模の拡大をどのように推進する
のかが見えない。しかも、今般配付された資料を見ると、町民の所得を上げる振興策が
見えない。だいたいがインフラ整備とか、前に議会で議決したものに対する予算、起債
額の振り替えのような感じがいたします。

いま町民が行政や議会に期待しているものは、町の限りある予算を有効に活用し、町
民が豊かになる政策を施すことではないでしょうか。その中に、過疎に指摘されたこと
に生まれた過疎債の有効活用があると思うのですがどうでしょうか。

更にこの法律の第３条第３項に、教育の振興を図ることにより、住民の生活の安定と
福祉の向上を図ること、とあるがこの場合の教育の振興を当局はどのように考えている
のか。

また配付された資料を見ると、給食費に過疎債が使用されているが、過疎債を使用し
なければ給食に援助できないくらい、町の予算が急迫しているのか。今後も過疎債を使
用して給食の無料化を図っていくのかお伺いします。

町長 畠山菊夫 加藤議員のご質問にお答えいたします。
平成２３年３月定例会において、議員発議により設置された八郎潟町議会改革特別委

員会では、八郎潟町議会基本条例制定に向けて、議員定数・議員報酬・費用弁償なども
協議の対象とし検討しております。また、検討にあたっては、議会初の試みとして町民
アンケートを実施しております。

委員会は１５回にわたり開催され、議員報酬については、現下の社会情勢や町民の意
見を踏まえ、１３％の減額とし、議会・委員会出席の際支給されていた半日当は従来か
ら廃止の意見もあり、検討の結果全日当を含めて全ての日当を廃止しております。

平成２６年２月に開催された、特別職報酬審議会では、議員報酬についても審議され、
県内町村の中で最も低い水準であることから、引き上げの意見と職務日数から見た現在
の報酬額の水準は町民の理解が得られず、引き下げもやむを得ないとの意見の両論があ
りましたが、現下の社会情勢を考慮し、町民からの理解を得られるものとして、現状維
持で結審しております。

加藤議員の言われる日額制については、全国の町村では福島県矢祭町が日額３万円の
日額制を実施しておりますが、本町においては、議員の皆様の活発な議会活動を支える
ため、また、次世代を担う若い人たちが政治に参画するためには、最低でも現在の報酬
が妥当だと考えております。

なお、議会基本条例では、議員定数、議員報酬の条例改正案は、改正理由の説明を付
して議員が提案するものとしております。

次に、議員報酬を低くして議員数を多くするということでありますが、議員定数につ
いても、議会特別改革特別委員会で議論されており、検討した結果、報酬を削減したう
えで、定数は現状の１２人としております。県内各町村の議員数を考慮しても、現在の
議員数が妥当ではないかと考えております。

なお、議員定数の改正にあたっては、行財政改革の視点だけでなく、町政の現状と課
題、将来の予測と展望を十分に考慮しなければならないと考えております。

次に、過疎債の活用についてのご質問ですが、今まで、国・県の補助対象事業となら
ない様々な事業については、町単独事業として実施してまいりました。この度、過疎地
域指定を受けたことにより、過疎対策事業要件に該当する事業について、財政上特別措
置がある過疎債を充当することができるようになりました。

過疎債を活用するには、先般開催した議会全員協議会でもご説明しましたが、過疎地
域自立促進計画に盛り込んでおくことが必須条件であります。

今年度の過疎対策事業は、ハード分とソフト分に分かれますが、ハード分については、
これまで町単独事業で取り組んでいる事業や新規事業で財政的に大きな負担を要する事
業を中心に取り上げ、また、ソフト分については、町村毎に発行限度額があり、本町の
発行限度額は、約３千６百万円でありますが、学校給食助成事業を中心に取り上げてお
ります。

なお、過疎債は特別措置があるとはいえ、借金に変わりありませんので、該当事業の
費用対効果を十分精査し、過疎債を有効活用できるよう進めていきたいと考えておりま
す。

次に、過疎債を利用して、どのように町の発展を図ろうとしているのかとのご質問で
すが、過疎地域自立促進特別措置法第１２条に規定する過疎地域自立促進特別事業につ
いては、その成果・効果が将来にわたって持続・拡大し、地域の課題解決に寄与すると
ともに、地域の自立促進に向けて様々な仕組みを革新していくような取り組みで、主体
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的かつ創意工夫に富んだ仕組みづくりを行うことに努めるとともに、事業の位置づけや、
事業内容、期待される効果等を具体的に明らかにし、実効性の高いものとなるようにし
なければなりません。

町では、人口減少対策、若者の雇用対策、定住促進対策、少子高齢化対策など、様々
な課題を抱えておりますが、過疎債を活用した創意工夫による新たな積極的施策を実施
することにより、過疎地域からの自立を目指したいと考えております。

なお、町の将来構想につきましては、平成２７年度が最終年度となる第５次基本構想
の成果を十分検証し、平成２８年度からの第６次基本構想及び過疎地域自立促進計画で
新たな町づくりの指針を示すことになりますが、本町が有する豊かな自然、伝統文化な
どの地域資源、恵まれた広域交通網等の地理的条件を活かし、安心して暮らせる活気あ
ふれるまちづくりをして行かなければならないと考えております。

５番 加藤千代美 教育の振興のことについては、触れてませんでしたけれども、これについても後で答
弁願います。

先程、町長が言われました過疎債の適用第１２条については、ほとんど施設の内容で
ございます。私が聞いてるのは、施設というよりも具体的な産業振興というのは、どの
ようにしてやっていくかを聞いておるのであります。確かに町長がおっしゃったように、
特別措置法第１２条の２２項までは、ほとんど施設の中身です。これは本当に過疎地域
と指定された距離的なもので、公的機関に適用するもの、例えば道路、火葬場、公民館、
消防施設、そういうものが離れている施設については過疎財源としてこういうものをや
りますということを主に規程しているわけです。

私はインフラについては八郎潟町は過疎地域になってないと思うわけで、むしろ産業
振興について過疎債の使い道を考えた方がいいのではないか、それはこの法律の中でも
書いてあります。この法律の第５条の第７項、ここにその中身が書かれているわけです。
その事を私は聞いているんです。どういう具合にして産業振興とかをやっていくのか。
インフラ整備については、先程申したように八郎潟町は過疎に値するようなところがな
いんじゃないか、こう思いますけれどもどうでしょうか。

それからさっき言った教育振興の中で、給食費に過疎債を使っているという話があり
ましたけれども、学校教育法、教育振興法、こういうものと絡み合わせていくと、果た
してこの給食費に過疎債を充当することが適当であるかどうか、その辺をお伺いしたい
と思います。

町長 畠山菊夫 過疎債の使い道に関しては、産業に関するもの、例えば今回であれば、歴史文化振興
事業として予算にして２５，３６０千円ほど置いてますけども、これは９０％くらい該
当になります。県とすり合わせして、色々使えるもの使えないもの、色々精査してきま
したけども、今回補正予算にあげているものとして、学校給食も９９％くらいなります。

それから幹線水路点検調査、そしてまた町民体育館の耐震調査、これらもほとんど１
００％充当なります。

先程も言いましたとおり、うちの方には限度額があります。来年度以降も色々すり合
わせしながら、使えるもの、使えないもの、あるわけでありますけれども、今まで町単
事業でやれなかったことが、そういうものに過疎債を適用しながら、今後産業に向ける
ということもあるわけでございます。そういう意味で有効に使うことが、今回の過疎債
の一番良い所だなと思っております。

色々昨日から加藤議員さん議論されておりますけれども、人口は減っております。そ
ういうことで過疎地域指定になったわけでございます。そういう意味では、いらないと
いう考えがどこからくるか、わかりませんけれども、有効に使っていくのが私たちの考
えであるということを示していきたいと思っております。

教育についてはご質問ありませんでしたので、次回でもご質問ください。

５番 加藤千代美 町長、訂正願いたいと思います。私、過疎債はいらないとは言ってないですよ。せっ
かくいただいた過疎債を有効活用する、これが基本ですよ。これ私申し上げてます。昨
日のお話の中から、皆さんから出された資料で言いたかったのは、その昭和の合併の時
に２，３００人の人口であったものが、今現在では２，３３７人です。その過程の中で
経過が色々あって人口が８，０００人にもなったし、戸数が増えている。これ非常に喜
ばしいことなんですけども、過疎債の適用する利率が変わったことによって指定を受け
たわけです。人口が２，３００人から延びていった経緯というのがあるわけです。そう
いうものをしっかり分析した上で判断してください、ということを言ってるわけです。
私は別にそれを否定している訳ではないですよ。だから過疎債を有効に使って町民の所
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得を上げていくためにはどうしたらいいかということをお伺いしてるわけであって、何
も否定しているわけではないです。そこが一つ。

それから給食費について過疎債を使用するということは、今後も、給食費は過去３年
間継続してますよね。来年以降もあるとすれば、過疎債を充当していくのですか。その
点を最後にお伺いしたいと思います。

町長 畠山菊夫 最初に、２，３００人から増えたとは、どの数字なんでしょうか。ちょっとわかりま
せん。

５番 加藤千代美 あの、ちょっと休憩してもらえませんか。

議長 三戸留吉 はい、休憩します。
（休 憩）
（再 開）

議長 三戸留吉 再開します。

５番 加藤千代美 数字について私間違えましたけれども、この数字については、八郎潟町過疎地域促進
計画の数字に基づいて話してます。昨日もこれ話したんですが、合併したとき６，３０
０人、そして世帯戸数は１，１００戸、色々な変遷を経て２，４９３戸、人口が６，３
７６人となってきたわけです。その間に８，０００人となったこともあったし、ここか
ら出発するにあたっては、やはり延びていった経緯がありますから、

議長 三戸留吉 休憩前、町長の答弁でしたから、その続きを。

町長 畠山菊夫 もう一度聞きますが、世帯数１，１００戸というのは、どこからの数字ですか。

５番 加藤千代美 ちょっと休憩してください。

議長 三戸留吉 休憩します。
（休 憩）
（再 開）

町長 畠山菊夫 給食費については、先程答弁しましたけども、アンケート調査をしました。その結果
の内容というのは、議員の皆さまにもお知らせしております。それを踏まえて私の考え
は、来年度以降も学校給食費無料化、これを進めていきたいと思います。そして、過疎
債が該当になれば過疎債で充当していきたいと思っております。以上でございます。

５番 加藤千代美 はい、わかりました。

議長 三戸留吉 加藤議員に言っておきますが、矢祭町にはうちの議会は行っておりません。講師から
矢祭町の状況を聞いております。そのことをお願いします。

議長 三戸留吉 これにて、５番 加藤千代美君の一般質問を終わります。
次に、６番 柳田裕平君の一般質問を行います。

６番 柳田裕平 今回の私の質問は、２つのテーマでお尋ねをいたします。
１つは、ふるさと納税制度について、２つ目が、スーパー台風・ゲリラ豪雨という名

前で呼ばれておりますが、その対策についてということで質問をいたします。
１番の、ふるさと納税制度につきましては、３月定例議会でも取り上げておりますが、

いま一度質問することにいたしましたので、重複するところもあろうかと思いますが、
ご理解賜りますようにお願い申し上げます。

最近の新聞・テレビ等での報道では、ふるさと納税制度で、各自治体の中で色々な贈
答品サービスで寄付額を伸ばしていることを紹介する内容が出ております。参考までに
その内容を近隣市町村や県内外のいくつかの自治体が行っているサービスの例を紹介い
たします。

その前に、平成２５年度、秋田県と県内２５市町村の寄付総額は、約１億１千万円、
件数にして２６１件でございました。これは、前年比、寄付金額で約１．３倍、件数で
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約３倍であったことも報道されておりました。
そこで贈答品サービスの例でありますが、我が町は３月の定例会での答弁では、町広

報１年間郵送しているということで、今後は、ちゃんぱちグッズを考慮いたします。と
いう答弁でございました。そのとおり進んでいると思いますが、五城目町は５千円以上
の寄付で、ふるさと便をお贈りしておるはずでございます。大潟村が１万円以上の寄付
で、有機米５㎏を郵送しているはずでございます。それから潟上市は１万円以上で贈答
品、美郷町は５千円以上で粗品程度の記念品を贈っておる。大館市は一番大幅に増加し
ているところでありますが、特産品を送っており、内容を詳しく説明すると、寄付者は
大館市出身が１割、居住経験のない人が９割でございます。

なぜこういう現象かと申しますと、きりたんぽや曲げわっぱなど、全国で有名な特産
品がいただけるというようなことがあります。大館市の考え方として主な目的は、地元
企業の振興と物産のＰＲにあるという風に言っております。また贈答品相当額の金額で
すが、寄付額が１万円から２万円で、平均４千円程度の品物をお送りしているというこ
とだそうでございます。

また全国に目を向けますと、奇抜なアイデアもございました。和歌山県田辺市という
ところでございますが、ここは梅漬けの名産だそうで、梅漬けの樽詰めを、お裾分け用
の小分け容器を付けて送るそうです。ということは、いただいた方が近所にお裾分けで
きるというアイデアだそうです。また、長野県の阿南町は、町で米作り農家を支援して
「ふるさと納税用米」を作らせているということでございます。

それからもう一つ、我が町と規模が違いますが、北海道の東川町は公共宿泊施設での
１週間無料体験宿泊、この真の狙いは寄付者の移住促進であるそうです。こういうアイ
デアで色々考えてやっておるということでございます。

また一方、政府では、地方重視の姿勢を強調する狙いで、ふるさと納税制度を２０１
５年から拡充する方針を固めたという内容の報道もありました。これは８月８日の新聞
の報道でございます。その内容は１つは税金が軽減される寄付の上限を２倍に引き上げ
る。今までは住民税の約１割を上限としておったが、来年度からは約２割を上限とする
方向である。これが１つ。

もう一つが、関連手続きを簡素化する。これは寄付の利用者が確定申告をする際に、
寄付した自治体の領収書を添付しておったというのが今まででございますが、来年度か
らは寄付を受けた自治体が、領収書を国を含めた関係先に送付するという簡素化になり
ます。これも納税者が増える可能性があるのではないかということであります。

以上、様々な取り組み例と政府の方針を紹介いたしました。物でつって寄付を募るの
はおかしい、といった節もございますが、むしろ制度を活用するより、より前向きな取
り組みであり、私は寄付と善意を後押しする工夫があっても良いと思います。

また参考までに、８月２０日の魁新聞の「声の十字路」という欄に、ふるさと納税に
ついての投稿記事がありました。ちょっと読ませていただきたいと思います。

北秋田市の７７歳の男性でございます。「先日、本欄にふるさと納税のさらなる充実
を望むという投稿があり、私も一言言わせてもらいたいと思った。３人の子どもたちは
全員県外で暮らしているが、盆や正月には孫も連れて帰郷し、夏は森吉山登山に温泉巡
り、冬はスキーなどを楽しむ。だが帰ってくるたび人口減少や過疎化、秋田内陸戦の存
廃問題、阿仁スキー場の閉鎖など、ふるさとが抱える問題を目の当たりし、とても心配
している。このため娘の夫が地域発展に役立ててほしいと、北秋田市にふるさと納税を
した。だが、届いた礼状は素っ気ないものでとても残念であった。大館市などは、地元
の特産品を送るなどの心遣いで納税額も増え、地元業者のためにもなっているようだ。
北秋田市でも、ふるさと納税者と親しみのある関係を築き、納税額の増加に努めてもら
いたいと思う。」という投稿記事でございます。

この記事を見て今回の質問に取り上げることにしたのでありますが、そこで本町の贈
答品サービスとして、例えば産業振興の意味でマガモを使うとか、あるいは八郎湖産の
佃煮、また先程の例にありました、八郎潟町環境保全米というのがありますので、これ
をふるさと納税のサービス用に使えないのか、と考えました。その他にも、できれば地
元商工会会員の取り扱っている商品を考えたらどうか、という風に考えております。

それからもう一つ提言ですが、駅前ふれあい事業での、図書館へのふるさと納税文庫
を開設して寄付を募るのはどうでしょうか。そこで質問でございます。３月定例会での
答弁では、本町への寄付額が、平成２４年度１，０５０千円、件数で９件、平成２５年
度１，６１０千円、件数で８件とのことでした。平成２６年度の寄付金額は８月末現在
でいくらになっているかお答え願います。

もう一つ、ＰＲや贈答品サービスについては、他自治体がどのようなアイデアで実績
を伸ばしているのか、寄付者からの口コミでのＰＲ効果は期待できないのか、あるいは
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また、地元産業の振興にも繋がるような方法がないのかなど、色々な面からの再検討を
望みますが、町当局のお考えをお尋ねいたします。

続きまして２つ目のテーマでございます。スーパー台風・ゲリラ豪雨対策について。
昨年の９月に、本町浦大町地区で災害が発生しております。また、この８月にも崖崩

れのような小さい災害がありました。スーパー台風・ゲリラ豪雨という呼び名で、全国
各地で想定外の土砂災害や洪水災害が発生しております。これは人ごとではなく、本町
周辺でも多数の人命に関わる大災害が発生する可能性があることを前提として、早急に
対策を検討することが必要であると考えます。

そこで具体的に土砂災害、洪水災害に分けて質問をいたします。
第１点、土砂災害でございますが、昨年の本町浦大町の土砂災害以降、本町議会では

何度か災害復旧と本町の防災対策についての質疑がございました。その中での町当局の
答弁では、浦大町地区災害の教訓を活かすべく、今後の対応として防災計画の見直し等、
十分に検討いたします。という風になっていたと理解しております。

集中豪雨は予測が困難と言われておりますが、先般の広島市の土砂災害では、判断す
る広島市側の不手際による避難勧告の遅れが、人命被害を大きくしたのではと報道され、
避難勧告は空振りしてもよいから早めにする方がよいとも言われておりました。そこで、
検討することになっておりました本町での防災計画の見直し作業の進捗状況はどうなっ
ているのか、お答え願います。

２つめは、地域住民の不安を解消するには、日頃から住民と対話するなどの接点を大
事にしていくことが必要であると考えますが、町当局として昨年の９月以降に三倉鼻、
真坂、浦大町地区、各住民との連携を図るために、どのような周知徹底がされてきたの
かお答え願います。

３つめが、本町の土砂災害警戒区域以外でも危険なところがあるのかないのか、また
地域住民の聞き取りなど、独自の調査を行っているのかお答え願います。

以上３点、土砂災害についてです。
それから、馬場目川堤防の決壊等による洪水災害について質問をいたします。
最近ですが、馬場目川周辺の住民から豪雨で水嵩が増すと、堤防の決壊や濁流が堤防

を越えてくるのではと考えて夜中に眠れない、そして堤防の安全性についても町当局に
聞いていただきたいという声がございました。

そこで私も最近の状況から、住民に安心感を与える事が必要であると考えて質問をい
たします。

１つめが、県としては堤防の強度、亀裂土砂崩れなどの調査を行っていると思います
が、最近の調査はいつ行われたのか、そしてその結果がどうであったのか、併せてお答
えを願います。

２つめとして、馬場目川周辺の川崎、上昼根、家ノ後、一日市、下川原地区住民には、
最近の洪水災害の報道等により、不安感が増していることは事実でありますので、土砂
災害と同様、町当局として地域住民との連携や、災害対策の周知徹底など、どのように
考えているのかお答え願います。

３つめ、堤防周辺の排水路での詰まり現象、逆流などで洪水が何度も発生しておりま
すが、現在は消防ポンプ車で水を吸い上げるなどの対応で凌いでいるが、中長期的な対
策をどのように考えているのかお答え願います。

４つめですが、人命に関わることですので、今後の対応として町職員も常に堤防の巡
回などを行い、その現場の状況を把握して、県との連絡を今まで以上に密にすることが
必要であると思いますが、町当局はどのように考えているのかお答え願います。

以上、４点の内容でございます。よろしくお願いいたします。

町長 畠山菊夫 柳田議員のご質問にお答えいたします。
まず、平成２６年１月から８月までの本町へのふるさと納税の寄付額は、７件で４７

万５千円となっております。
寄付額を伸ばしている他自冶体の対応策も参考にして再検討される考えはないかとの

ご質問ですが、３月定例会で柳田議員の一般質問で、県内で２５市町村のうち、ふるさ
と納税で特産品等を贈答している市町村は９町村と答弁しておりましたが、いま柳田議
員おっしゃったとおり、現在は１１市町村となっております。

本町では、ふるさと納税者へ、翌年の１年間「八郎潟広報」を無料で送付するサービ
スを行っております。ふるさと納税は、１月から１２月の１年間の寄付金のうち、２千
円を超える部分について、一定限度額まで、所得税と合わせて全額が控除されます。本
町でも、他市町村の成功事例を参考に、平成２７年４月からふるさと納税していただい
た方に何らかの記念品の贈呈を検討したいと考えております。
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次に、土砂災害についてですが、近年、ゲリラ豪雨や台風による大雨で、土砂災害が
全国各地で発生しております。本町においても平成２５年９月１８日の集中豪雨により、
浦大町地区で民家の裏山で土砂崩れが発生しております。このような状況下で被害を最
小限に食い止めるために、避難勧告や避難指示の発令、そして、住民への災害情報提供
の周知徹底を迅速にすることが重要となります。これらを踏まえ、大災害が発生するお
それが高まった場合に、最大限の警戒を呼び掛ける、気象庁が発表する「特別警報」や
「土砂災害警戒情報」、「大雨警報」、「記録的短時間大雨情報」などの災害気象情報を総
合的に判断し、住民の生命を守るべき対策を地域防災計画の見直しに反映して参ります。

また、地域防災計画の見直し作業については、現在、策定作業を進めておりますが、
平成２６年３月に修正のありました秋田県地域防災計画との整合性を図る必要があるこ
とから、県の助言を受け、本町防災会議で審議して、来年３月の議会定例会に示したい
と考えております。

なお、市町村長が避難勧告などを発令する際の判断が、非常に難しい昨今の異常気象
について、県と市町村によるワーキンググループを設置し、発令基準等の策定を進めて
いることから、これらも参考に今後に活かして参ります。

土砂災害危険区域に指定されている、浦大町地区、真坂地区、三倉鼻地区の住民へは、
土砂災害発生後、県と合同で「土砂災害危険箇所の住民周知」説明会を開催し、土砂災
害警戒情報や避難勧告、自主避難の重要性、土砂災害の前兆現象などを説明、周知を図
っております。

また、この３地区へは、県で土砂災害に関する住民への呼び掛けとして、平成２６年
度中に看板を設置することにしております。今後も機会あるごとに災害に対する認識を
高めるため、住民への周知説明会を計画的に開催して参ります。

また、「土砂災害警戒区域」以外の調査についてですが、独自調査は行っておりませ
ん。今後は、異常気象による想定を越えた災害が発生することも考えられることから、
危険区域以外の周辺住民も含めた土砂災害に対する認識を深める必要があると考えてお
ります。

次に馬場目川の洪水対策についてですが、大雨の際の馬場目川の水位については、五
城目町の久保水位観測所の水位により、水防団待機水位、氾濫注意水位、避難判断水位、
氾濫危険水位の段階ごとに２４時間体制で県が町へ伝達することになっているほか、イ
ンターネットでも水位状況を確認することができます。町では、水防団待機水位の段階
で、町職員が巡回等を行い警戒態勢をとっております。避難勧告、避難指示の発令につ
いては、氾濫危険水位を超えた場合、氾濫想定区域周辺の馬場目川の水位、浸水区域の
状況、気象庁が発表する大雨情報等を総合的に判断して発令することになります。住民
への情報の周知は、防災行政無線、町広報車、防災ネット八郎潟、エリアメール、テレ
ビ局へテロップの依頼をするなど迅速に情報を提供し、避難するよう呼び掛けます。な
お、浸水想定区域住民へは、説明会等を計画的に開催するなど周知して参ります。

また、馬場目川の堤防の調査の件ですが、秋田県は地震が発生し、津波の影響する堤
防について、耐震診断の調査を実施しております。仮に地震が発生し、津波は馬場目川
を遡上するとは想定しておらず、洪水に対する調査は実施しておりませんが住民の情報
やパトロール等で堤防の保全について努めていく考えのようです。

中長期的な対策についてですが、県では、上流からくる外水についての対策に主眼を
おいているため、内水氾濫対策については考えていないので各自治体で対応してもらい
たいという考え方のようです。排水機場の強化等で、街や農地の被害軽減に努めるほか、
土砂の堆積も洪水の要因となることから、以前から要望している馬場目川の浚渫を河川
を管理する県に引き続きお願いして参ります。

以上でございます。

６番 柳田裕平 いずれ人命に関わることですので、十分気を付けて対応していただきたいというのが
私の感想でございます。また、土砂災害等の対策では、スピード感を持ってやることも
必要であろうかと思います。検討とか調査とか、そういうことに時間をかけないように
速やかに対応するような考えでやっていただきたいということ、それから高齢者が多い
ので簡単明瞭な分かりやすい防災計画を考えられないのか。ちょっと難しい提案ですが、
でもお年寄りはそういう分厚い資料とか、難しい言葉で書かれるとほとんど読まないと
思うので、お年寄りも読んで分かるような、そういう計画書、マップでもよいので考え
ていただきたいと私は思います。

それから、先程も町長から答弁ありましたが、集中豪雨の時はサイレンも防災無線も
聞こえない、というのが今回の各地の災害で言われておりました。防災無線や普通の通
信設備では、最良の避難情報手段にはならないということを頭に入れていただきたいと
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思います。これがいま私の、土砂災害と洪水の方の関係の考え方でございます。
それから、ふるさと納税についてでございますが、駅前プロジェクト事業のような大

事業も結構でございますが、一方、ふるさと納税のような地道な事業も、長い目でみれ
ば町を支える大きな力になるという風に考えます。

ふるさと納税は、町当局のアイデア次第で寄付額が伸びる可能性も十分あると思いま
すので、再検討を節にお願いして私の質問を終わりますが、最後に町長の方で何か答弁
の補足があればおうかがいします。

町長 畠山菊夫 お年寄りの災害の場合の要援護者支援対策、いま構築されておりますけれども、それ
以外については、これから防災計画の中でしっかりやっていきたいと思っております。
それからふるさと納税でございますが、検討します。ただ色々柳田議員さんおっしゃっ
た以外にも、牛一頭とか色々取り組んでいるところもありますけれども、うちの方、特
産品が、マガモが通年できるのか、佃煮は結構喜ばれると思います。環境保全米も喜ば
れると思います。菓子組合で何かできないのか、色々こうちょっと考えてみたいと思い
ますので、よろしくお願いしたいと思います。

６番 柳田裕平 これで終わりますので、どうかよろしくお願いいたします。

議長 三戸留吉 これにて、６番 柳田裕平君の一般質問を終わります。
次に、１１番 近藤美喜雄君の一般質問を行います。

１１番 近藤美喜雄 それでは私から通告に従いまして、２点の質問をさせていただきます。
最初に申し上げる質問は、前回６月の時に関連した質問が出ておりまして、内容的に

あまりだぶらない方向で質問させていただきたいと思いますので、よろしくお願いいた
します。

１点めは、自治体の消滅と言うことが非常に話題になっておりまして、日本創成会議
が、２０４０年までに日本の半分の市町村が「消滅」する可能性がある、ということを
公表したわけでございます。驚くことに秋田県では、程度の差はあっても大潟村を除く
全町村がこの中に入っている。ということで非常に驚いた状況であります。

特にその後の情報等見ますと、県内の８割以上が、消滅する候補に挙げられた市区町
村、東北では青森、秋田、岩手、山形、島根、こういう県の市区町村の８割以上が消滅
する可能性があるということで、あげられておりますので、大問題だなと思っていると
ころでございます。

消滅の意味というのは、解釈の分かれるところでありまして、２０４０年までに全く
人がいなくなるということではないわけでありますけれども、ただ自治体として私ども
が運営して行くためには、非常に支障をきたしてくる可能性が強い。特に集落の場合は、
高齢化・少子化が進んで、消滅とまではいかないまでも、機能的にはだいぶもう、普段
やっていることができない、伝統文化もできない、農地の維持もできない、こういう風
なことになってくる可能性がでてくることがありまして、大問題だという面がでてくる
だと思います。

そこで、多面的機能の維持と国土保全、地域の歴史や文化を守り、これまでの日本を
支えた農村社会、地方自治体は今後も元気で存在しなければならない大きな使命と、消
えることのない価値があると考えられるわけでありますけれども、言い換えれば地方が
廃れば国も廃る。という風なことで、当然そうなることになるんだろうと思います。

これは最近の安倍総理が、深刻な問題として捉えているんだろうということが、新聞
等で報道されておりまして、一つの新しい内閣の核になる、という風なことが訴えられ
ているわけでございます。

その、いわゆる話題になりました、消滅するだろうといわれる自治体の根拠となって
いるのは、ご承知のとおり、２０歳～３９歳までの若い女性の５０％以上が減って、多
少その子どもの有無が増えたにしても、将来的には立ち行かなくなる可能性があるとい
うようなことであります。

そこで、消滅しないと位置付けられてる自治体をみますと、合併しなかった、いわゆ
る小規模自治体、これは結果的には合併しなかったから我々のところも該当するだろう、
というようなことではなくて、望まなかった自治体であります。

それから、独自の優位性を持った自治体、あの町でないと、あの村でないと、という
風なものが兼ね備わってる自治体、安定した仕事が多数存在する自治体、住宅取得のし
やすい自治体、教育・医療等子育て優遇自治体、特に教育・医療はどこでも盛んに色々
議論されてやっておりますが、事例を見ますとかなり大胆な、他でまねできない程度の
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ものをやっているように考えられます。これらのように子どもを産み育てやすい環境で
あることなどがあげられ、出生率が向上していると評価されているようであります。

ちなみに秋田県の大潟村の場合は、ご承知のとおりでありまして、安定した農業基盤
・生活基盤が確立されておりまして、これは日本国内でもトップクラスの農家所得とい
うことがありまして、若い人たちが大学を出てからでも嫁さんを連れて村へ帰ってくる、
という事例が非常に多いということでありまして、やはり所得の問題が大きく絡んでく
るだろうと思います。

逆に真っ先に消滅するだろうと言われている自治体、いわゆるランク付けされている
自治体もございます。こういう風な自治体は急に取り沙汰されているわけではないそう
で、既にそういう傾向が何年か前からみられるために、すでに社会増を目指して粘り強
い運動を真剣に実施しているところが多い、という事例が紹介されております。

例えば一例をあげてみますと、破綻した夕張市は近年人口が安定しているのはなぜな
のか、というのありますけれども、かつて１２万人ほどいた人口が、今は１万人くらい
で安定していると言われておりますけれども、ここでは徹底した行政リストラ、行政コ
ストの関係もあるでしょうけれども、いわゆる住民の発想・発意・共同事業、こういう
風なものに鋭意・先進しているといいますか、そういう風なことが取り上げられており
まして、自分たちの村を守ろうという意識が非常に強いということで、安定していると
いう評価をされているようであります。ただ財政的には、実質公債比率なんかをみます
と、やはり北海道でも最下位でありますので、破綻した自治体ですので、いまの所はそ
ういう状況であるようです。

それから、徳島の神山町は、最近またテレビで紹介されてました。非常に話題性が多
いわけでありまして、これもいまいま急に始まったことではないですけども、芸術家の
方々というのは比較的しっかりした生活に根ざしてやっているというよりも、比較的あ
っち行ったりこっち行ったりという方が多いわけですけども、こういう人たちがこの町
に来て生活しやすい、活動しやすい状態の町を作ってる、そのための努力をしている、
ということで非常に集まってきている、というようなことです。

それからＩＴ企業のサテライトオフィス誘致、これなんかもいち早く町で取り組んで
おりまして、徳島で最先端の仕事をしても、東京で最先端の仕事をしても、同じだとい
う証明になってるわけでして、これにも非常に集まっているということでございます。

これらは廃れていく空き家をどうやって活用していくかと絡んで、町の方が優先的に
整備を進めている、ということになるんだろうと思います。その結果、転出は毎年いる
ようでありますけれども、転入者が非常に多くて社会増に繋がっているということであ
ります。

その他、交流人口拡大のための街並み再整備、定住促進のための３０万円の奨励金、
全戸光ファイバー完備、空き家バンクの活用も盛んに行われている、田舎暮らし体験を
アピールするなど、色んなアイデアが出されています。

これらは一つの例でありますけれども、似たような事例はたくさんあるのではないか
なと思います。

本町の場合、６月議会で他の議員さんの答弁の中にありましたけれども、これからど
んなことをやっていくかということで答弁しておりました。県と連携し推進する各種施
策については、定住環境を整える効果から私もそれは賛成です。できるだけそういう風
なことに努力をしていただきたいと思っているところであります。ただ大きな、基本的
な町の流れとしては、基本構想なるものがありますので、これを進めていくということ
と併せて考えられていかなければならないと思います。

特に基本構想の場合は、取り掛かった時代はそんなに今のような状況は議論されてい
なかったと思いますので、基本構想の中ではやはり今後の町づくりの骨格として、こう
いう風なものが取り上げられていく必要があると思っております。

色々ありますけれども、端的に言いますと、全国的に同じようなことをやる、県内で
もほとんどの町村がやる、というような、同じ事を町でやっても変わらない。いうなれ
ばどこでもやっていない新しいアイデアで一生懸命頑張る、という風なアイデアがあれ
ばこそ、人口の流動は可能だろうと考えているところであります。

私は前々から交流人口の増大ということを何回か形を変えて申し上げてきたわけであ
りますけれども、その間に移住による社会増、こういう観点から本町の独自色を発揮す
べきだと考えております。特に消滅自治体の公表は問題提起だとする評価もありますが、
しかしこれは聞き流しておくほど軽いものではない、ということからすると真剣に議論
し対策を講じていかなければならないと思います。

前に限界集落とか道州制の問題とか色々出てきているわけですけども、ただ何となく
地域の衰退に繋がるんじゃないかとか、地域をこのままにしておけばダメだとかの色ん
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な議論が、地域・田舎・農家と繋がってくるのではないかという気がしますので、そう
いう観点から町長に改めてお伺いいたします。

始めに、２０４０年までに町が消滅の可能性があると言われたことに対しての、町長
の感想と決意は。また、今後どんな対策を検討したいと考えているか、お知らせくださ
い。

町長 畠山菊夫 近藤議員のご質問にお答えいたします。
民間の有識者による日本創成会議の人口減少問題検討分科会が公表した「２０４０年

人口推計結果」では、秋田県では、２５市町村のうち大潟村を除く全ての自治体が人口
構成でみると存続が難しくなるとみられており、大変厳しい結果だと受けとめておりま
す。

人口減少と少子高齢化社会は、本町を含め県内各市町村においても深刻な課題であり
ます。人口減少の要因としては、高齢人口の増加に伴う死亡者数の増加に加え、若者の
転出や晩婚化、女性が子どもを産む数の減少に伴う出生数の低下があげられます。

人口減少問題は、国の最重要課題であり、国では、安倍首相をトップとする「まち・
ひと・しごと創生本部」を設置し、対策を検討することとしており、秋田県でも人口減
少対策チームを立ち上げ、その対策に取り組んでおります。

町としては、国・県と連携した取り組みのほか、町独自の人口減少対策が必要だと考
えております。今まで主な対策としては、各種子育て支援を行っておりますが、今後は
さらに、雇用の受け皿づくりとＡターンの促進、結婚しやすい環境づくり、子育て・教
育の充実、少子化克服に向けた施策を重点的に進めていきたいと考えております。

１１番 近藤美喜雄 ありがとうございました。いま町長から答弁がありましたとおり、この後真剣に検
討していく必要がある。特に従来から行われてきた、いま行われている以外にも町とし
て真剣に検討していく必要がある、というようなことでございまして、国や県の流れに
沿うものもでてくるだろうとは思いますが、よろしくお願いいたします。

特にその中で、町長いま雇用の問題発言されておりましたけれども、なかなか難しい
わけでありまして、だけども何とかひとつ真剣に検討いただきたいと思っております。

それから次に、農村関係の維持のために、いま何が重要で町か手助けできるものはあ
るのかどうか。特に農村社会、農村環境、こういう観点から特に何かあればお話し願い
ます。

町長 畠山菊夫 来年度以降に、高岡地区の圃場整備事業、戸村土地改良区の頭首工整備事業、八郎潟
土地改良区の農業水利保全合理化事業など、予算規模の大きな事業が実施される予定と
なっております。

農業生産基盤の整備は、農業者の負担軽減と灌漑水の安定供給など、施設整備により
安定した営農を行う為にも、重要な施策と考えております。

また、農地の集積や所得の向上に向けた施策についても、国や県の補助事業、町独自
の施策を活用し営農の安定化や生産性の向上を図り、足腰の強い農業の確立が必要と考
えております。

近年、地域の高齢化や人口減少により、地域の共同活動による水路・農道等の地域資
源の維持管理活動に支障が生じつつあり、多面的機能支払事業を行っております。

しかしながら、この事業で対応出来ない程の整備が必要な場合も発生しており、町で
は将来に渡って、安心して営農が出来、非農家を含めた地域全体の資源と捉えて、土地
改良区等と協議し、対応してまいります。

１１番 近藤美喜雄 いまの町長の答弁の中で、私からすると目新しいものがあるなと思ったのは、浦大
町地区の圃場整備事業、これはかなり歴史的議論がされてきておりまして、なかなか難
しい問題で、今までできなかったと思っております。ただ、今の町長の発言からすると、
何かしら一つの目安をつけた、という風な感触を持ちましたけれども、非常に良いこと
だと思っております。他の議員さんからも、この関連の質問が前にあったわけでありま
すけれども、実現するとすれば、私どもも地域住民の中から何回も聞かせられておりま
す。できることであれば、そういうことで頑張っていただきたいと思っているところで
す。

それから、特に土地改良関連で、受益者だけで土地改良事業を維持管理していくのは
大変な問題です。これからもまた、施設が古くなるという風な問題が、多々起きてくる
と思いますけれども、出来る範囲でご助力願えればと思っております。よろしくお願い
いたします。
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それから続きまして、似たようなことになるかも知れませんけれども、町長は将来的
に、こんな事を町で検討して行きたいということがあれば、もしあればお願いします。

町長 畠山菊夫 賑やか創出は、非常に難しいわけでありますけれども、現在の八郎潟町では、若者の
未来創造集団「プロジェクト８」や、青年者異業種交流会「メビウス」など、将来を担
う若者が地域を活性化させようとイベントを開催するなど活躍しており、大変心強いと
感じております。

若者がこの町に根を下ろし、この町で結婚し、子どもを産み育てることこそが、人口
減少を食い止めることだと考えております。そのためには、若者の雇用の場の確保をし、
安心して結婚・出産・育児を行える子育て支援など定住環境の整備が必要であります。

また、移住・定住の取り組みも必要であり、空き家・空き地を利活用した施策、定住
優遇制度の創設などに今後取り組んでまいります。

さらに、駅前に建設される多目的交流施設を拠点に町の情報をリアルタイムに発信し、
町内外からの交流人口の拡大を図り、子どもから高齢者まで元気あふれる町づくりを推
進したいと考えております。

１１番 近藤美喜雄 いずれ町でも真剣に考えているわけでありまして、今後も更なる努力をお願いした
いと思ってる所です。ただ、他の色々な事例を見てますと、せっかく良い事、目新しい
ことをやっても、あまり広く知れ渡っていない場合があるますので、これはやはり我々
の町はこうなんだということを、できれば訴えていくために、色々なＰＲの方法を検討
していただきたい、大事にしていただきたいと思っているところで、そのための職員に
対する指示といいますか、希望的な問題もあるかもしれませんけれども、このあとＰＲ
もしていただきたいと思っているところですけれども、何かその点について。

町長 畠山菊夫 近藤議員が言われるように、町の情報、町で行っている魅力ある施策、子育て支援策
を、町ホームページで町内外に情報発信することが、交流人口の拡大、移住定住の促進
を図る意味でも、最低限必要なことだと思います。今後、ホームページの公開内容を検
証し、各課における施策・情報をタイムリーに発信できるよう、努めてまいります。

また町では、９月４日に八郎潟町フェイスブックを開設し、試験運用を開始いたしま
した。今後、３ヶ月程度試験運用し、運用に支障がなければ来年１月から本格運用に切
り替えていきたいと考えております。町のフェイスブック開設により、町の情報をリア
ルタイムに町民に提供することができるようになり、また行政と町民の双方向けのコミ
ュニケーションを促すことにより、町民目線の行政が実現出来ると考えております。フ
ェイスブック開設については、今後広報で町民の皆さまへ周知をする予定としておりま
す。

１１番 近藤美喜雄 只今の件については、非常に大事なことだと思っておりますので、よろしくお願い
いたします。

この質問の最後になりますけれども、質問要旨の中には書いてございませんので、一
つだけお願いをしたいと思います。

というのは、先程町長の答弁の中にもありましたけれども、いわゆる人口減少対策で
国の創生法案の中で、その骨子なるものが紹介されております。その中で「まち・ひと
・しごと」創生法案の骨子の中で、国は当然基本的な方針を定めるわけですが、県が総
合戦略を作る義務がでてくる。ただし市区町村は義務化しない、任意だと報道されてお
ります。

私は、任意だけれども率先して手を挙げていただきたいと思っております。それはな
ぜかというと、２点ばかり事例を挙げたいと思います。

１つは総務大臣の談話で、「地方に住んで子育てができる環境を応援したい。その為
に地方自治体が自由に使える財源の確保が必要だ。ただし、」ここが重要だと思います
けれども、「一律ではなく、やる気のある地域を重点的に支援する。」こういう風なこと
が言われております。

それから、今日の新聞報道にありました。首相が担当大臣、石破大臣との対談の中で
指示した７項目を見ますと、ばらまき型の対応はしない。という風なことを言ってます。
そうすると、どういうことに繋がってくるかというと、いわゆる地方の熱意や自主性、
こういうことで全国一律にお金をばらまくということはやめるよ、やってはだめですよ、
というようなことを指示しているわけです。

こういう風なことから考えると、私は今も「まち・ひと・しごと」の総合戦略と言わ
れるものに、我々の町も手を挙げて、自発的に、やるんだ、という意向を示して進めて
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いただきたいものだと思ってますので、十分に関心を持って取り組んでいただきたいと
思っています。

これは私いま突然申し上げましたので、準備していないと思いますので、そのことを
申し上げて質問を終わります。

申し訳ありません。それからもう一つ、八郎湖の水質の関係でありますけれども、質
問要旨よりも省略させていただきますけれども、１期目の改善計画が県の方で終わりま
して、２期目の改善計画に入ったようであります。これは、八郎湖が汚れているとの指
定を受けているわけですけども、八郎潟町もまた飲料水を馬場目川から取水していると
いうことで、上から水が来なくなると八郎湖の水を吸い上げる、こういう風なことでア
オコで大騒ぎした、という過去の経緯があって、２度ばかり国の方へ、直接議員と町長
で要望を出しております。ご承知のとおりですけれども、２０年の６月、これは土橋町
長の時でした。それから２４年の６月、これは今の畠山町長であります。いずれも環境
省とか農水省へ直接お願いをしてきた経緯がございます。

更にまた、議会でもかなり議論されまして、高度浄水処理を導入しました。それに伴
って使用料も値上げした。こういうことからすると、放っておけない非常に大事な問題
だと思います。

そういうことからすると、八郎潟町が行動してきていることからすると、当然１期計
画というのは、一体どうなっているのか、八郎湖の水は今後どういう見通しだ、２期計
画はどうなんだ、どんなことをやるんだ、ということを捉える必要があるし、町民にも
もっと強くお知らせをする義務があると思います。そういう風なことを考えております
ので、いわゆる１期計画改善計画の成果、２期計画では、どんなことを、どのように、
という風なことを絡めて、また我々住民もどんなことに気を付けなければならないか、
等含めて町民に対してお知らせをする義務があると思いますので、この点について、町
長からまとめてお願いいたします。

町長 畠山菊夫 八郎湖が指定湖沼に指定され、平成１９年度から２４年度まで、６年間の第１期水質
保全計画に取り組んできました。八郎湖の水質は、平成１８年度が全国１８０の湖沼中、
ワースト３位と残念な結果となっております。６年間の水質保全計画では、流域市町村
の取り組みとして、農地からの濁水の流出防止対策、下水道の整備、窒素及びリンの高
度処理に対応した農業集落排水施設の改修、及び農業集落排水施設から公共下水道への
接続事業など、主に面対策に取り組んできました。平成２１年度は全国ワースト１５位
まで改善されたものの平成２３、２４年度は、猛暑によりアオコが大量発生したことに
より水質が悪化し、平成２４年度には全国ワースト４位となっております。

このようなことから水質の数値については、気候の変動に大きく左右されることがわ
かります。水質改善の成果については、数値から判断した場合、改善されたとは言えな
い状況であります。

なお、第１期改善計画が終わった平成２４年度は、指定区域内の下水道普及率が目標
数値７５％に対して、９０．１％で目標数値に達成したものの、接続率については、目
標数値８０％に対して７５．２％と目標数値を下回っております。本町については、い
ずれも目標数値を上回っております。

第２期水質保全計画は、平成２５年度から３０年度までの６年間となっており、第２
期計画の期間内に達成すべき目標としては、ＣＯＤ、全窒素、全リンについて水質目標
数値を定め、八郎湖の着実な水質改善を図ることとしております。

本計画の新規事業は、シジミ貝による水質浄化試験、カルシウム含有籾殻炭によるリ
ンの回収事業などであります。特にヤマトシジミによる調査研究では、水質浄化効果は
学会・論文等でも明らかであり、今年度、二枚貝等による水質浄化効果についての検証
が行われ、その効果が期待されます。

今年度は第２期計画の２年目となりますが、第１期計画からの継続事業、第２期計画
の新規事業を着実に実行できるよう、本町でも全面的に協力してまいります。

地域住民が取り組めることとしては、八郎湖へ流入する負荷のうち、農地からの負荷
割合が高いことから、浅水代かきや農地からの排水を極力減らすなどの取り組みが大切
であります。また、生活雑排水を八郎湖に流入させないための下水道への早期接続、ま
た、接続していない方は、洗剤の多量使用の抑制、飲食物や調理くず、食用油などを直
接排水口に流さないなど、生活の中でちょっとした心がけが環境に大きな影響を与える
ことを、流域住民の一人一人が認識し、環境負荷を減らす努力をしていただきと思いま
す。

また、毎年実施している八郎湖クリーンアップ作戦にも多くの町民から参加していた
だき、八郎湖の環境改善に対する意識を高めていただきたいと思います。
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八郎湖の水質改善には、今述べたほかにも一人一人が心がけることがまだまだありま
す。八郎湖の水質改善目標は平成３８年度と長い期間ではありますが、粘り強く継続し
ていくことが、やがて水質改善に繋がるものと思っています。

１１番 近藤美喜雄 総体的に答弁をいただいたわけですけども、その中で特に我々地域住民が気を付け
なければならないこと、今の現状の問題、或いはこのあとの問題を含めて、常に住民に
対してお知らせとＰＲをしていく、訴えていく、こういう姿勢が最近弱まったのかな、
という感じがしますので、まだまだ状況はそんなに喜ばしい状況になっていないので、
再度検討していただいて、町民にも訴えていただきたいと思います。以上です。

議長 三戸留吉 これにて、１１番 近藤美喜雄君の一般質問を終わります。
次に、４番 石井清人君の一般質問を行います。

４番 石井清人 ４番石井です。一般質問をさせていただきます。
質問の１つめは、若者定住策が必要と思う、ということであります。
日本全国の人口が減っています。平成２４年に内閣府が発表した「日本の将来推計人

口」によると「わが国の総人口は、今後長期の人口減少過程に入り、平成３８年に人口
１億２，０００万人を下回ったあとも減少を続け、平成６０年には１億人を下回って９，
９１３万人となり、平成７２年には８，６７４万人になると推計されている｡」となっ
ています。

一方秋田県の人口は平成２４年の１０６万３千人から平成５２年には７０万人に減少
すると昨年７月に県企画振興部が発表しています。さらに今年４月総務省の発表では人
口減少率が一番高い県は秋田県となっています。全国的な人口減少に加え死亡者が出生
者数を上回る自然減と、転居などによる社会減がすすんでいる状況です。

人口が減少すると地域にはどのような影響がでるのか。考えられることは、人口減少
により就業者が減少し、地域全体の所得が減少します。所得の減少は消費の減少を招き、
消費が減少することで地域商業の衰退を招き、企業の生産や設備投資も減少し経済全体
が縮小することです。当然税収も落ち込みます。そのほか消防団の活動や地域コミュニ
ティーの維持も大変になるだろうと想像されます。

過日、北海道新得町に研修に行ってまいりました。この町は帯広市の東に位置し、人
口は６，４５７人と本町とほぼ同程度ですが、行政面積は１，０６３平方キロで本町の
６２倍の面積があります。私が感心したのは「新得町各種支援制度ハンドブック」とい
うのがあって地域振興・町づくり分野に８つの政策、産業振興分野に１８の政策、教育
・文化・スポーツ分野に８つの政策、環境・緑化・景観分野に３つの政策、保健・医療
・福祉分野に３６の政策がわかりやすく町民に周知されていることでした。そのほか山
村留学とか新得町への移住情報などきめ細かに展開していることでした。自信と誇りを
持って全国に発信していると感じました。

中でも「子育て及び定住支援制度」は、町分譲地に住宅を建築した者に助成金の支給
があります。小学生以上の子どもが一人の場合は５０万円、二人以上の場合は１００万
円です。また「持家等住宅建築促進制度」は町内に住宅を建築した場合お祝い金５０万
円と固定資産税相当分を３年間助成するというものです。

さて秋田県を見ると、若い人が学校を卒業し例えば県内都市部に就職したとすれば、
まずアパート暮らしです。伴侶を得て結婚したとしても当分はアパート暮らしでしょう。
現に私の甥二人も、若夫婦向けのアパートで暮らしています。しかし子どもが生まれ将
来を考えると必ず持家を考えるようになるものでないでしょうか。

秋田市あたりのアパートで２ＬＤＫで月６万円はします。１.６パーセントの住宅ロ
ーンで２，０００万円を２５年返済すると月々８万円です。２，０００万円では土地と
建物は取得できないと言う方もいますが、しかし３，０００万円のローンを組める人は
いるでしょうか。二人とも公務員とか、大手企業社員とか、よほど条件のよい人手ない
と無理でないかと思います。土地が安ければ２，０００万円で６０坪の宅地に４０坪の
住宅が建てられます。月々６万円のアパート家賃と、月々８万円の住宅ローンの返済を
比較すると、やはり持家というものが考えられるのではないでしょうか。どこに土地を
求めてどこに居を構えるか。若い人には将来設計を描く人生の大きな決断です。

日本全国の人口が減っている中で地域の人口が増えるということはありえません。し
かし都市部への一極集中から地価の安い都市近郊に住もうという若者もいるはずです。
全国的にも全県的にも若者定住のために優遇策を設けている市町村が多くなってきてい
ます。

本町はどうでしょうか。そこで私が提案するのは、町外に居住していた方が八郎潟町
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に土地を求めて移り住むため町内に住宅を建築した場合に、例えば奨励金を出す、さら
に固定資産税相当額、あるいは数倍額を何年か助成する、さらに小学生の子どもさんが
いる場合は交付額を加算する、さらには町内建築業者を使った場合は優遇策を設けるな
どです。

こういう政策があることによって八郎潟町に住もうという若者が出てくるはずです。
以前企業誘致促進条例を改正した際は、誘致を促進するためにいろいろなアイデアを盛
り込みました｡それと同じです。

余談になりますが、４０年前、３２区町内には子どもが１００人いたそうです。若者
が定住すれば子供が増えにぎやかになります。若者定住政策は全県的、全国的に波及し
てきています。あちこちの町に定住優遇制度あって本町にないとすれば、人は来ません。
他町村に対抗できる定住策をつくって全国に発信したいものです。是非取り組むことを
提案いたします。

次に、２つめの質問です。新図書館に期待する、であります。
町民の大きな期待を背負って、過日新図書館を含んだ複合施設が起工されました。本

というものは実に面白いものです。文学をはじめ伝記、歴史書、地理学、技術書さまざ
まにあります｡読んでいるうちにどんどん引き込まれていきます。文脈のなかから想像
を膨らませたり、登場人物の機微を読み取る奥深さがあります。また各地の風俗に心躍
らせたり、未知の知識に驚きと感動をおぼえることがあります。

新図書館の年間利用者数は５万人を想定しているとの事です。是非たくさんの方が来
てくれればうれしいです。

秋田県内には、秋田県立図書館をはじめとして市町村に４９、あわせて５０の公立図
書館があります。その中で八郎潟町立図書館がどのくらいの実績があるのかといえば、
まず登録者数が２５年度で２６３人、町民６４００人のうち約４パーセントです。また
貸し出し数は２５年度で４８６２冊。町民一人あたり０.７５冊です。全県的に見ると
下位に位置しています。

新図書館になれば場所もいいし、建物もよくなりますし、蔵書も多くなり、専門の職
員が配置されて、利用は格段に向上すると思われます。しかし単にそのことだけに期待
して年間５万人の利用をのぞめるでしょうか。

新図書館は、来年５月のオープンからスタートです。役場若手職員プロジェクトが頑
張りました。また町民有識者が何回も会議を重ねて提言にいたりました。こうして完成
する施設をいかに有効に活用していくか、難しくてたいへんなことです。私も小坂町図
書館、深浦町図書館、秋田市雄和図書館を見ましたが休日でも平日でも閑散としていま
した。

まず開館日をどうするか。秋田県立図書館は月１回の休み、蔵書整理期間に２週間の
休み、年末年始の休みを除いて、ほぼ年間毎日開館しています。開館時間も平日は午前
９時から午後７時まで開いています。市町村公立図書館はさまざまで、週６日の開館や
勤務時間内の開館が多いですが、月１回の休み以外は開館していたり、午後６時や午後
７時まで開館しているところもあります。

私は職員のローテーションをうまくやっていけば、休まない図書館としてやっていけ
るのでないかと思います。また開館時間も少なくとも午後６時まではやってもらいたい
ものだと思います。

検索システムはどうでしょうか｡昔は図書館に入って書架を回りながらどんな本が面
白いか手にとって数ページ読んで気に入った本を借りました。そういう時間に余裕のあ
る方も結構います。しかし今は、読みたい本のジャンルやタイトル、あるいは目的を入
力すると短時間で検索できるシステムがほとんど導入されています。ネットでつなぐと
自宅でも検索で切ると思います。

ＡＶ資料は手軽に見れて、楽しいし来館者を増やす手立てとしては有効です。自分の
好きな時間に好きなところで見ることができます。読書という時間がかかり、難しくて、
わずらわしいことはありません。しかし映像は一過性で、そのとき一瞬の面白さだけで
作品の意図するもの、訴えるものの意味を考えることは余りありません。図書館によっ
てはＡＶ資料を備え付けるところもありますが、私は新図書館は本に特化したほうがよ
いと思います。

今年３月、福島県矢祭町図書館を訪ねてきました。お話会や手作り絵本コンクールを
主催しています。図書館への関心を高める工夫があると感じました。

図書館に足を運んでもらえれば帰りに本を借りて行きます。児童書を多くすると母親、
お子さんが来ます。新図書館は複合施設です。幼児を対象とした読み聞かせ会を福祉部
門と連携して行うと喜ばれそうです。

今から４０年前に、町の歴史家を頼んで町史を学ぶ講座もやったことがありました。
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情報スペースを活用して、図書館講座もどうでしょうか。これをきっかけに日本史、世
界史の歴史書を借りていくかもしれません。図書館の来館や貸し出しの実績になります。
国の図書館統計を見ると、滋賀県では全県平均で住民一人あたりの貸し出しが年間８.
４冊となっています。その秘密は何でしょうか。一度調べて見たいと思っています。秋
田県は２.２冊です。八郎潟町図書館も県平均まで実績が高まることを期待します。

蔵書数はもちろんですが、開館体制や各種サービス体制があって魅力ある図書館にな
ります。新図書館の職員は大変だと思いますが、全県、全国に誇れる立派な施設の機能
を最大限に発揮できるよう頑張ってほしいと思います。

町長 畠山菊夫 石井議員の最初のご質問にお答えいたします。
生産年齢人口の減少は、税収の減少や地域経済の消費の減退、高齢化による社会保障

費の増大や支援策など様々な課題を抱えます。
本町の人口減少対策のひとつである、子育て支援策については、学校給食の助成、子

育て支援センターの設置、学童保育事業、医療費や検診料、保育料の助成などを実施し
ております。

今後の施策として検討すべき課題としては、空き屋バンクの開設、移住奨励金制度、
医療費助成の拡充などが考えられますが、子育て世代の定住を促すための施策として、
検討して参ります。

また、来年５月オープン予定の、図書館をメインとした複合施設は、幼児から高齢者
までを対象にした、各種の事業を実施する予定でおりますので、合わせて発信していき
たいと思います。

石井議員が取り上げております施策については、子育て世代の定住策として、非常に
インパクトのあるもので、施策の参考とさせて頂きたいと思います。

教育長 江畠廣 石井議員さんのご質問にお答えします。
新図書館の休館日は、年末年始、ほかに曜日はまだ決定しておりませんが、週１日と

蔵書整理期間を予定しております。また、開館時間は、午前９時から午後８時までと考
えております。

現在の公共図書館には、館内業務の枠を超えて、電子自治体、インターネットなど、
ネットワークを介した情報共有・発信地としての役割が求められております。こうした
新しい時代の利用者サービスを実現するため、図書館システムを導入いたします。

この図書館システムは、カウンター業務から蔵書管理、予約・督促連絡、レファレン
スや選書まで、効率的な図書館運営が可能になり、従来の館内型サービスに加え、イン
ターネットを利用して、パソコンやモバイル端末から資料の検索、予約や貸出状況の確
認を行うことができます。また、新刊案内など図書館からの情報提供も可能になります。
いずれは、インターネット予約も可能にしたいと考えており、，場所や時間を超えて利
用者のライフスタイルにあわせた利用者サービスを提供してまいります。

なお、ＡＶ資料については、備え付ける予定はありません。
図書館を含めた施設全体の利用者数の目標数値を、５万人にしております。議員から

読み聞かせ会や講座の開催などのご提言もありましたように、図書館のみならず、それ
ぞれのゾーン・施設全体でのイベント等を企画・開催しながら、町民の皆様はじめ、多
くの方々からご利用いただけるような施設運営に努めて参ります。

４番 石井清人 もう一つ、私の補足した意見を述べて、終わりたいと思います。
特に、補足等なければ、答弁はいりません。
図書館につきましては、話の発端が、県と町との未来づくり、２億円からスタートし

たのかなと思っておりました。しかしまた、潜在的に新しい図書館がほしいという意見
もありましたので、まさに駅前の情報拠点は、的を得た政策だなと思って関心しており
ます。

ただ、新図書館のコンセプトが何か、ということが今一つ見えてこなかったような気
がします。単に役場の３階から駅前に移転するだけなのか、そうすると蔵書は増えるに
しても、開館時間や休館日、システムは同じなのか、というところでちょっと見えてこ
なかったんですけども、今のお話しで、新図書館のコンセプトというのが見えてきまし
たので、大変ありがとうございました。これからもよろしくお願いします。

これで、私の質問を終わります。ありがとうございました。

議長 三戸留吉 これにて、４番 石井清人君の一般質問を終わります。
それでは、ここで昼食のため、午後１時３０分まで休憩いたします。



- 31 -

（午後０時００分）
（休 憩）

（午後１時３０分再開）

議長 三戸留吉 それでは午前中に引き続き再開します。
次に、３番 金一義君の一般質問を行います。

３番 金一義 午前中の質問の中にもありましたけれども、その中で町長も答えておったんですけど
も、定住問題とか、特に最近少子高齢で全国的に人口減になるということの中で、駅前
賑わいを活用しながら定住に結びついたらな、というようなお話しも出ておったようで
す。

その意味も込めまして、私は教育というのは非常に大事なもので、その特色のある教
育の中でこの八郎潟を選んでくれたらな、という方々が一人でも二人でも増えたらいい
な、ということで、しきりに一貫教育というものを提言しております。

当局と非常に食い違う部分があるんですけども、私どうしても今後の教育方針という
ものは、やはり特色のある教育でないと、特に小中の子どもを持っておる方々は、自分
の子どもの学力をつけるためにも、地域絡みで教育を率先していかなければと捉えてい
るので、その辺は、はき違えないでいただきたいと思います。

特に、昨日、中学校の高校進学のものを、委員会からいただいたんですが、去年、一
昨年、一昨昨年のものをみても、どこそこの学校に行けば良いというわけでもないんで
すけども、教育振興大会で講師の伊藤章子さんが、当時は１６人もいったんだ、自分の
妹の時代も１６人もいったんだよ、と誇らしげなお話を、しみじみと感じた次第でござ
います。

それでもって、今回通告しております一貫教育のことでの質問に入らせていただきま
す。必ず一貫教育か、とお叱りを受けるかもしれませんけれども、私の調べた範囲では、
今までの教育とは違うような形で、国も取り上げておることで、これについて質問させ
ていただきます。

６月議会に引き続き、質問させていただきますけれども、本町の基本構想に、この時
代を担う子どもたちに必要な能力としての「生きる力」を身につけた人材に努めるとあ
ります。グローバル化が進行した現在においては、教育環境を特に魅力あるものにしな
ければならないと考えております。このことがすなわち、地域づくりであり「地域社会
を意識的に再生する活動」であるといえます。

今ここに、長い間取り入れてきた６・３制の教育方針も大きく変わろうとしておりま
す。報道によると、学制改革を議論している政府の教育再生実行会議で、９年間の義務
教育を一体とする「小中一貫教育学校」の制度化を求めることを提言し、政府の教育再
生実行会議の第５次提言に盛り込まれたとあります。ここの本格導入に向けて政府も進
んでおり、来年の通常国会では法案を改正し、２０１６年度から制度導入される方向で
あると、報じられております。

しかし、どうでしょうか。本町では、一貫教育制度のメリットを活かした小中併設校
を進めているとあります。この教育制度はどのような制度なのか、ご説明願います。

また政府で進めようとしているこれからの学校教育制度に、遅れをとるのではないか
と危惧しておるのは私だけでしょうか。

ここで、小中一貫教育の導入に対する考えと、一貫教育を導入できない大きな問題を
示していただきたいと思います。

教育長 江畠廣 金議員さんのご質問にお答えします。
教育委員会として一貫教育校設立を躊躇している部分をお話しします。
現時点でカリキュラムを再編成しなければならないほど必要性を感じる特定教科が見

あたらないこと。
転入・転学による児童・生徒に対し、必修教科の履修・不履修への対応があること。
小学校教諭が専科で特定教科担任になった場合、数年後他校へ異動した場合の負担は

非常に大きいものがあること。
一貫教育校設立に係る指導主事等の人的配置の財源が必要であること。
例えば、一貫教育を推進するための指導主事配置、一貫教育校開設まで小中学校をコ

ーディネートする指導主事配置、学習指導要領に示されていない教科の編成や特定教科
を時数増とした場合の補充教員配置などです。

学制については、小学校６年間を低学年部・中学年部・高学年部と分けた学団の運営
により、緩やかな接続ができていると考えております。
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３番 金一義 ではお伺いしますけども、転入・転学というのは、我が町ではどれくらいあるでしょ
うか。それと、私が今まで勉強してきた中では、そんなにそれは障害にならないんだ、
ということで、例えば、１学期の間に転入してきても、１学期過ごすと遅れは追いつく
と書いたものがありますけれども。まず転入・転学はどれくらいいますか。

教育長 江畠廣 だいたい３名くらいです。

３番 金一義 その３名も基本的には大事な人数ですけれども、そういうことがネックになって、と
いうことなんでしょうか。

教育長 江畠廣 ネックというか、転入・転学の子どもに対して、それなりの対応を学校側が強いられ
るということです。例えば一つの例を挙げますと、何かの教科の字数を増やした場合に、
それを履修していない子ども、あるいは履修してしまった子ども、等々が入って来た時
の学習に対しての別な面での支援が必要である、ということであります。

３番 金一義 文部科学省の教育再生会議では、小中一貫校の創設を提言しております。それに対す
る考え方というのは。

教育長 江畠廣 現在、文科省の方では、今までは特区申請みたいな開発学校の申請をしていただいて、
特色ある教育として３年間ほど実践していただいて、その後一貫教育移行を認めるとい
う形でありました。色々そういうことをしますと、各自治体で簡単に取り組めないとい
うことがありますので、協議した結果、そこの自治体の状況に合わせまして、一貫教育
校を特区とかそういうの認めなくてもできるようになりますよ、という提言であります。
全国で１割程度の推進を目指そう、という考え方であります。

３番 金一義 特区というのは、秋田県では小坂町でやっております。この４月から始めましたけれ
ども、全国で公立と国立で千校くらいやっておりますけれども、教育委員会で出した前
の話ですけども、デメリットだけ、できない部分だけ網羅してある感じがしておったん
ですけども、要するに転入・転学の児童が基本的には大事ですけども、コーディネータ
ーがいると、そんなに学力の差は出てこない。大丈夫と書いたものもあるんですけども。

それはさておいて、前に進みますけども、一貫教育のメリットを取り入れた小中併設
校制度の導入とはどういうことなのでしょうか。過疎の資料の教育方針にも載っておっ
たようですけども、併設校とはどういう教育ですか。

教育長 江畠廣 小中連携のうち、小・中学校が９年間を通じた教育課程を編成し、それに基づき行う
系統的な教育を小中一貫教育といいます。先進地域での小中一貫教育校の推進は、その
中心的目的を中１ギャップの解消、ほかに特定教科の学力向上を図るなどとし、小・中
学校が目標を共有し、その達成に向け９年間を通して系統的な活動を展開しております。

本町でも連携教育を実践しており、施設隣接型の条件を活かした取り組みをしており
ます。推進計画を作成し、計画に基づいて、特にまなび部会では、中学校教員による専
門性を活かした乗り入れ授業を高学年で実施することで、中１ギャップの解消や学力向
上につなげております。

そういう中で、小中連携教育校の中の一つが、一貫教育校と言われているものです。
連携教育のしかた色々ありますけれども、本町も一貫教育のように、この連携のものを
活かして、連携教育を実践していくということです。

３番 金一義 連携と一貫と区切ってやってきたので、そこら辺ちょっとあれですけども、それまた、
ギャップと、後で聞きます。

ではもう一つ伺いますけども、先程、これからの一貫校の進み具合ですけども、そん
なに進まないのではという感じ受けましたが、そこら辺はどうでしょう。

教育長 江畠廣 どれくらいの学校が一貫教育を実施するか、それはわかりませんが、いずれ現在一貫
教育校を進めている地域というのがありまして、同じブロックの中でも、転入・転学が
まずほとんどない、そういう条件のあうところが、現在進めております。

もう一つは、中一ギャップが非常に多く、不登校・いじめがあるようなところで、推
進を図っていく。

あともう一つ、先程話しましたように、１つの教科の学力向上を目指すためにやって
いる、ほとんどが英語教育なんですけども、それとあとは聞いた所によりますと、特別
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支援教育、いわゆるインクルーシブ教育の構築といって、小学校・中学校を一貫して同
じ考え方でそれを進めるというところが一貫教育の主流となっております。

３番 金一義 話がどんどん、私の質問より先に進んでいるようだけれども、２つめの建設の問題で
すけども、基本構想にあります、６年後に小学校と中学校を併設校にするというのであ
れば、町独自の教育目標を掲げた一貫教育に持って行ったらよいのでないか、無理して
先程お話しした良いところと、連携と併せたものをわざわざやる必要が、やる理由は先
程お話ししてましたけども、むしろ一貫で前向きに進んで、例えば県教育委員会が推進
しております国際化教育の充実のため、英語教育を特色とする教育を中心とし、国際教
養大学との連携を図ったりするのも一つの選択肢じゃないかと思います。小学校では間
もなく、３年生・４年生でも英語が教科として取り入れられることになっているはずで
すから。

この町は昔から「教育の町」、「どこそこには何人入ったよ」と誇らしげに言える町だ
ったと思います。それが今、先程何人とは言わなかったんですけども、ここに資料にあ
ります１６年度からみても、以前からみると非常に人数が、まぁここに行けばいいとい
うわけではないんですけども、その下の２つめの学校書いてあるにしても、たいした人
数ではないです。去年あたりだと、まだ落ちるようなかたちになってます。必ずしもど
こそこの学校に行けばいいというわけではないんですけども、親とすればやはりみんな
そういうかたちで学校に歩かせてるし、塾にも歩かせていると思います。この兼ね合い
からして、やはり我々大人が、基本的に教育に、町もそうですし、金をかけるという、
さっきも話したように、ただ給食を食わせてるだけだからではなくて、やはりプラスこ
ういうのもあるんだよ、という一つのプロセスの積み重ねたものをもっていって初めて
八郎潟町は、というようなことが出てくるし、そういう教育を目指すために、さっきも
話したんですけども、そういったことで、大胆なことだと思うんですけども、提案して
みました。

これまで併設校開設としてきた、ここが大事なんですけども、隣の井川町が、一貫校
を４年後に開設しようとしたのはなぜでしょうか。導入の理由としては、９年間の義務
教育全般において、現在は各学年、２０人台から５０人台の幅があるが、今後は２０人
から３０人と推計される。こうした少人数で、かつ町内に１小学校、１中学校という実
態を踏まえ、学力の維持向上のためには、小中一貫教育校を目指す、と井川町長の導入
に至った報告であります。現在は、導入における県教員の指導助言も受けていると聞い
ております。この議会での報告の趣旨を見ても、本町においても１小学校、１中学校で、
今後の生徒数もここにありますけども、だいたいが３０人から２０人くらいです。今年
の場合、０歳児が３２人、１歳児が２４、２歳児が２３、３歳児が３４人です。４歳児
が３４、５歳児が３０人、これは役場からもらったもので、２６年度の登録者数です。

これから見ても、隣の町は、隣の町が必ずしも良いわけではないにしても、その町長
の英断が地域の一つの刺激になってるんじゃないか、これは私、６月議会でも話したん
ですけども、やはり教育というのは先行投資なわけですよ。結局いま産業もなかなか難
しい時代に、やはり教育というのは、秋田県の教養大学というのは、今で言うと東大に
次ぐという感じで、外国からもどんどん人が入ってきている、留学生も入ってきている、
そういう形で秋田県の大学というのは、全国でも国際的にも地位の高いものになってま
す。そういった面でも、私はやはり英断をもって、逃げないで前進するそのスタイルを
とっていただきたい、それでお話ししているわけであります。

次、３つめとしてメリット、デメリットを示していただければ、ありがたいです。

教育長 江畠廣 メリットとしては、中１ギャップによって学習意欲や学力が低下し、さらにそれが不
登校やいじめなどを引き起こす原因の一つになっていることから、義務教育の９年間を
連続して行う小中一貫教育の導入により、中学校進学時の不安や心理的段差を緩やかに
することで、中１ギャップが解消できること。

子どもの実態にあわせて、特定の教科・領域時数を増減することが可能なこと。
連携教育の実践により、小・中の教師同士が同じ気持ちになって協働で子どもの育成

にあたれること、などが考えられます。
デメリットとしては、さきに申し上げましたとおり、課題と捉えている部分、特に転

学・転入への対応など児童生徒や教職員への不安や負担が多いことと、立ち上げ・推進
に係る準備期間と人件費等の負担が相当見込まれることです。

３番 金一義 私もメリットとして調べてまいりました。これは小中一貫先行導入の現場では、９年
生が見守る安心感が、子どもに与えられること。
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これ実例でございますが、２００６年４月に全国で初めて公立の小中学校が一体にな
って開校した、東京都品川区の「日野学園」５０人の吹奏楽部委員が、都大会に向けて
練習を重ねていた。部員は５年生から中学３年にあたる９年生まで、５学年にわたる楽
器ごとに、上級生が下級生一人一人に熱心に指導していく。特に５・６年生は元気で明
るい。上級生は５・６年生に見られているという自覚から、規範意識が身につき、下級
生も身近なお手本から学ぶことができる。

もう一つ、２００６年度から導入した福岡県の宗像市ですけれども、同年度末時点で
１２人いた中学１年の不登校の生徒が、２００８年からは一桁の年が続いた、同市教員
の担当者は、小学校で中学の授業を体験したり、中学生と交流したりすることが、安心
感を与えていて、このことが大きく影響していると話しております。

また、一貫教育を行う市の学習到達度調査では、中学１年の数学の平均正答率は、１
０年に８５．４％となり、０７年から３．６ポイント上昇した。それは、小学生の頃か
らの顔なじみの教員なので、生徒が質問しやすくなったことなどがあげられます。

要するに一貫校だと、一つの学校で、クラブでも低学年から先輩の中で色々面倒見て
もらえる安心感、それと宗像市の場合は、色んな面で不登校をなくす、それと数学が、
小学校から中学校にあがっても気楽に質問ができた、というようなメリットがあるんだ
ということが、あげられています。

これについて何かご意見ありますか。

教育長 江畠廣 色んな所で、小中一貫教育校はありますけど、成果というもの必ず出しております。
たいていの場合は、状況に応じて教育一貫校を作っておりますので、それよりも他の方
に公開する場合には、成果がなかったという風なものを出す学校はございません。です
ので、良くなった部分だけをアピールする形で出しているということ、まずこれが一つ
です。

それから、小学校の先生方と、中学校の先生方が、一緒にいる学校の中で、子どもが
色々相談に行ったり、話しやすかったりする形で学力向上に繋げるということは、いず
れ将来、うちの方は小学校が中学校にはいる形になりますよね。そういう時は自然と生
まれてくるものなんですよ。ですので、あくまでも一貫教育校という名前あるわけなん
ですけども、連携教育の中の一つなんです。一貫教育というのは。ですので、うちの方
は学制の変化、一貫教育校の場合は、４・３・２とか割り振りしてやってますけど、こ
ういうことをしなくても、いずれ一緒になって同じような形で連携しているものであれ
ば、効果的に、一貫教育校だからこれだけの効果がある、併設なったから効果がない、
ということではないと思います。

３番 金一義 実際、成果があがったからこういうのを書くのであって、あがらないものは書かない
わけです。これは我々がどういう取り方するか、個々の問題であって完全に違いがある
から、こういう言葉になってくるんでしょうけども、要するに一貫と併設と、私は根底
から違うと思います。同じようなお話しされているんですけども、まだ前段でここまで
いかないんですけども、それはそれとして。

じゃあお伺いしますけれども、隣の井川さんの感想お願いします。

教育長 江畠廣 井川町の方では、一貫教育校ということで進めると、今年の４月からお話しありまし
た。どういう所を狙って、どういう形のものをやろうとしているかは、把握しておりま
せんので、この場ではお伝えできません。

３番 金一義 先程も言ったように、教育の場というのは非常に難しくて、専門の教育長さんの方が
詳しいというのは私もわかります。でも我々も、地域住民として良い方向にいった方が
いいじゃないか、ということでこの質問をしているわけで、ではもう一度お伺いします。
国の方では、この一貫校をどうして制度化する感じになったんでしょうか。もちろん選
ぶということもできるんでしょうけども、要するに教育改革をするということが、大き
く報道されましたよね。下村大臣も、このためばかりではなくて任命されております。
だからやはり安倍首相もこう言ってます。我が国の未来を創造するといっても過言では
ない重要な提言だ。このように安倍首相も言ってます。だからやはり６・３制の教育か
ら、色々自治体で学制とってますけども、そういうもので子どもたちが、自由闊達な教
育を受けられる、小学校・中学校の先生が一体となった雰囲気の中で、教育を受けられ
るということを、政府の方でも、これは国際的な一つのスタンスに段々なってきてるか
ら、こういう形をとったと思います。

それでさっき、中１ギャップをしておりましたけれども、解消の取り組みは本町にも
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あると思いますけれども、先程とだぶってもいいですから、もう一度お願いします。

教育長 江畠廣 中１ギャップというのは、中学進学時の環境の急激な変化が、子どもたちに心理的負
担を与えることをいいます。小中連携教育を推進することにより、まなび・こころ・か
らだ・たいけん、それぞれの部会に分かれて、小学生と中学生とが交流できる活動、主
に乗り入れ授業や小中生一緒の活動を実践しております。同じような考え方で、幼・保
・小の連携、交流会も計画的に実践しております。

以前は、小学６年生が中学校に進学することに、少しばかり不安があるとの声を耳に
することがありました。これは、中学校が教科担任制であること、新しい教科が出てく
ること、先輩が怖いなどでした。最近は、生徒指導面も含めて先生方の対応がすばやい
こともあり、今はそのような声を聞くことはなくなってきております。

また、小学校の縦割り斑活動や高学年の一部教科担任制などは、解消の手助けになっ
ていくものと思われます。

３番 金一義 それは、本校のとっている指針ですか。

教育長 江畠廣 そうです。

３番 金一義 今までは、中１ギャップに陥った例が、何例くらいありますか。

教育長 江畠廣 本町では、そんなに中１ギャップというような話聞いたことがありませんけれど、小
学生が中学校に行く場合の不安感を持つということで、中学校に行くと何か引っ掛かる
ことがあるなということは、若干ありましたけれども、そんなに強いもので、どうして
も小学校から中学校に行きたくない、という子どもさんはなかったように感じます。

いずれ、それも小中が連携することによって、更に良くなってきているのではないか
なと思います。

３番 金一義 ギャップの解消には、色々と課題とか目標を明確にして、中１ギャップを解消する。
これはまず時間の関係もありますので、割愛させていただきます。

それで、５番目の先進地視察の関係、さっきお話しするということでしたので、手短
にお願いします。

教育長 江畠廣 三戸町の取り組みの実際は、地域の実態として小学校５年生と中学１年生でいじめや
不登校が激増していることがわかり、その要因として、子どもの心身の発達が加速化し
ている現在の状況と、現行の学校制度、つまり、６－３制がうまくかみ合っていないの
ではという仮説、また小学生から中学生へと子どもの成長は連続しているのに対し、教
える側である小学校と中学校がうまくつながっていないのではないか、という仮説をも
とに取り組んだということです。

その具体を紹介しますと、道徳・特別活動・総合的な学習の時間を融合した立志科を
導入したことや、低学年から英語学習を取り入れていることです。義務教育６・３制を
小１～小４までを初等部、小５～中１までを中等部、中２～中３を高等部と、４・３・
２の区分により、発達段階に応じたなめらかな接続をねらっております。

立志科用の教科書を、町独自で作成して「人間関係力」「郷土の文化継承や自然保護」
「先人への尊敬や感謝」「自分の生活や生き方」等の学習をとおして、不登校生徒が減
少するなどの成果があったという説明と、小学校１年生からの英語授業からＡＬＴを配
置し、ＴＴ授業を実践しているとのことでした。

子どもの育成のために、大変すばらしい取り組みをなさっているなと感じるとともに、
立ち上げに尽力された方々へのご努力に敬意を表するところであります。

また、その計画にかかわる人員配置や、教育委員会の職員数の多さにびっくりしたと
ころです。タイミングよく建築中の一体型の校舎、三戸小中学校も参観できました。

以前視察した宮城県登米市豊里小中学校も三戸町も、転入・転学者は、ないに等しい
という説明を受けて、だからこの小中一貫校をやることができた。特に登米市は学校た
くさんあるんです。広くて。ただその外れの方に、ここの地域だからできた、というお
話しでございました。

３番 金一義 感想をお伺いしました。
６つめとして、校舎整備についても６月議会でお話しがありました。１教室云々とか

あったんですけども、その財源等どういう形の予算なのか、もう一度お聞きします。
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教育長 江畠廣 私の理想は、非常に高いものでありまして、実際に頭の中で考えているものと、でき
あがるものは財源の関係もあるものですから、まだそこははっきりしたものは言えませ
ん。小中一体型の学校を立ち上げる財源について、煮詰まった話し合いは、まだもって
おりません。

今後の財源の見通しと基本設計をあわせ、今後改修していく部分や必要となる設備な
どを中心に、本腰を入れて財源計画を相談しながら進めて参ります。

ただ気持ちとしては、小学生を中学校に入れるんですから、小学生の保護者が、納得
できるような校舎の環境を整えて入れたい、これが強い思いであります。

３番 金一義 いま中学校に小学生が入る、これ当初から３学級で中学校は建築されると聞いており
ます。職員室も対応されてる職員室だ。３学級だと３０人くらいの生徒だと想像される
んですけども、その為にはまず、学校を作る前に、先程生徒数お話ししたんですけども、
それで本当に足りない部分はどこなのか、ということを基本的に設定されるべきじゃな
いかと思います。増築するものを先に進めておるような形で、非常に地道にそのものを
見て、今後の児童数の推移を鑑みながら、我々町民に訴えていくのが筋ではないか。も
ちろん、それを作るのは誰も反対しないのかわかりませんけれども、やはり財源的に色
々な、昨日の監査委員の話にもありましたように、非常に財源が降着している、もちろ
ん過疎債をどうのこうのという形もありますけれども、教育は過疎債使えるかどうか、
書いたものございます。そういうの念頭にあってのお話しかわかりませんけれども、や
はりもう少し、我々にわかるような学校教育を私は望みます。

ここまで一貫教育のことについて質問をしてきました。もちろん今までの６・３制教
育から、一貫教育導入には不安があると思いますが、文部科学省が小中一貫校を新たな
学校種として制度化をすると、はっきりうたっております。さっきも言ったように、安
倍首相もああいう話を述べてます。今は一部自治体が導入している小中一貫教育ですが、
今後全国に広がることはそんなに時間がかからないと思います。

ここにアンケートをとった結果がございます。教育長にちょっと伺います。一貫教育
に賛成はどのくらいあると思いますか。予想でいいですから。

教育長 江畠廣 もう一度お願いします。

３番 金一義 一貫教育に対する賛成の方が、だいたいどのくらいあると思いますか。

教育長 江畠廣 うちのほうでですか。

３番 金一義 いや、いいです。
これは日経リサーチに依頼して、７月１８日から２２日まで、全国の２０～６０代の

男女１０００人にインターネットで聞いた結果ですが、設問はいろいろございます。そ
れで賛成の答えは、７０％と出ております。設問では、小中一貫した指導で学力が向上
する。これは７０％近い回答です。英語など小学校の学習内容高度化に対応、これ５０
％くらいです。中学進学で環境が激変せず不登校が減る、これ４０％くらいです。

その他ありますけれども、反対が３０％あるわけですが、いま始まろうとしているの
に対して、教育長さんは慎重に答弁されておりますけれども、こういう世論がこういう
方向でもう進んでいるということなんです。だから学校建設どうのこうのと話している
けれども、じゃあ職員室はどうしますか。一つだけ聞きます。

教育長 江畠廣 職員室は、一緒にしたいと考えています。

３番 金一義 ではお伺いします。例えば、小学校の運動クラブと中学校の運動クラブと別々ですよ
ね。中学校の先生は遅くまで指導してて、小学校は先生早く帰る、そういう先生方のギ
ャップというのは、どうなるのですか。どういう形の指導なされますか。

教育長 江畠廣 確かに先生方の勤務の仕方の違いはありますけれども、お互いに中学校はこういう風
なものだな、小学校はこういう風なものだな、という風なことを理解し合って協力して
いくしかないかなと思っております。先生方、中学校は遅く、小学校は早く、だからお
互いにあれだというような私どもは考えておりません。大事なことは、子どもを育てる
ことであります。同じ気持ちで子どもを育ててもらう、ということが基本です。
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３番 金一義 それは理想論です。理想論だけ話してても、現実とは違うと思います。我々人間社会
ではそう上手くはいきません。結局、小学校は、中学校は、と職員室はバラバラなるん
ではないですか。この和がどうやってとれていきますか。その中１ギャップの和をどう
やってとっていくのですか。片方は７時まで生徒指導、片方は５時なら５時までで終わ
り、夏休みの短さ、長さ、色んなことが出てくるでしょう。小学校、中学校で。そうい
う時の和、保っていけますか。理想論で言うのは簡単です。実際の現場ではどうですか、
ということで、やはり同じテーブルでいかないと教育というものは上手く進まないので
はないか、私はそう感じております。もう一回だけ。

教育長 江畠廣 今の金議員さんのお話も十分わかりますけれども、私どもの考えでは、小学校の先生
も中学校の先生も同じ考え方で、ということで今のところ考えております。小中一貫教
育校であっても、ほとんどが一緒の職員室であります。小学校側と中学校側が分かれて
おるのが、ほとんどでございます。学校毎で分かれているところは、分離型の一貫教育
校であって、一体型のところはほとんど一緒になっております。

３番 金一義 この問題、後でまた取り上げて再質問させてください。
ここで、あと１０分の時間ですけども、次の問題です。ふるさと納税です。午前中に

も質問出ておったようですけども、昨日の本会議の中で、監査委員の方からの監査結果
にも書いておったんですけども、自主財源が非常に少ないので、よほどあれしないとと
書いていたようですけども、この政府の方でこれをやったのは菅さんがやったんですけ
ども、その趣旨に対して認識されておるような答弁でありました。町長さんは。それで
もって指定寄付ってございますよね。その使い道は書いておったようですけども、例え
ば観光、指定された寄付の場合は、寄付された方に、こういうことに使ったよというこ
とを連絡されてるものですか。

町長 畠山菊夫 金議員のご質問にお答えします。いろいろ質問要旨ありますけれども、１月から８月
までふるさと納税で寄付していただいた方は７名で総額４７万５千円であります。大口
の寄付をしていただいた方は３０万円が１名であります。また５万円が３名、１万円が
２名、５千円が１名であります。

７名のうち、使い道を指定した方は３名で、伝統と文化の保存、継承に関する事業が
１名、福祉の向上と健康づくりに関する事業が２名であります。そのように使わせてい
ただいております。

３番 金一義 そうすれば、指定された寄付に対しては、寄付者に対しては答えてはいないというこ
とですね。

町長 畠山菊夫 そのように使ってますけども、納税者に対しては、それを見込んで納税してるので。

３番 金一義 観光に指定して寄付された方もおりますけれども、総務課長に聞きますけれども、去
年、観光に指定されて４０万くらいあったようですが。

総務課長 渡部博英 項目としては、伝統と文化の保存、継承に関する事業、ということで昨年度４０万、
観光事業の方に使わせていただいております。これにつきましては、産業課の観光事業
に充当させていただいております。

３番 金一義 午前中に話ししておった記念品ですけども、マガモの話もでておったんで、このマガ
モも高齢化などで後継者不足になり、相談された方もおるようです。期間限定でいいで
すから、ある程度きちんと話し合って、これは過去には町の税金を注ぎ込んだ事業です。
これをやはり伸ばしていって後継者を作るような形で、是非お願いしておきますけれど
も、そこら辺、町長の考えを。

町長 畠山菊夫 自主財源の少ない本町にとりましては、貴重な財源であると思います。ふるさとを思
い、ふるさと納税して下さる方々には本当に頭が下がる思いがいたします。

いま金さん言われました、午前中、柳田議員さんにも答弁しましたけれども、マガモ
が期間限定でできるのかどうか、通年もできるのかどうか、そしてまた色んなアイデア
を屈ししながらやっていって、効果があがるのかどうか、例えば柳田議員さんが、五城
目町で５千円以上の皆さんに２千円相当のパックをやっているようでありますけれど

も、実際は寄付額は本町より少ないです。毎年。ですからそこ辺りのＰＲの仕方も色々あ
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ると思いますけれども、どういうものがいいのか、これから勉強したいと思います。

３番 金一義 これもある地域の例ですが、うちの方とだいたい似たような人口で、面積が少し広い
ですけども、これは内陸と海が多少あるんですが、ここのをみますと、通年でセットで
だしているようです。ここでは年間で寄付金額が約１，６００万くらいあるようです。
１３品目を固定化してインターネットにのせておるようです。

特に最近の寄付者というのは、地域もあるんですけども、どこの町に何があるかとい
うことで、それを選択しながら寄付されているのが非常に多いということです。なので
やはり、もちろんこのやり方でいくと、町の産業の一つの形をもっていけると思います
し、当初うちの方は今そんなに品目多くなくても、特色のあるもの１、２点あげてホー
ムページにのっけてみたらどうかと、そう真剣に考えないで取りあえずホームページに
のっけてみて、佃煮なら佃煮でもいいですし、マガモならマガモを期間限定で、個数限
定でやってもいいと思うんですよ。とりあえず。

それから順序に発展していって一つの枠をつくりながら、国も一つの創生事業と地域
活性化として、この第２次案を出しておるわけで、これやはり積極的に町の担当者も頭
を使って、活性化の一つとして取り組むべきで、やはり八郎潟町の特色ある品物を出す、
プレミアの付けようもある、これは冬期間だけだと、これが八郎潟町の特産だとという
ことで出しても良いだろうし。

だから考えようによっては、年間網羅しなくても期間期間限定でやっても私は良いの
じゃないかと思いますので、そこら辺もう一つ。副町長さん、どうですかそこら辺。う
なずいておるようですが。

副町長 智田邦英 非常に先程から感心してうかがっておりました。色々これから役場でもアイデアを出
しながら、先程言われた期間限定というのも、手法として活用しながらと、いま考えて
うかがっておるところでした。

八郎潟と言えば、実は最近、潟上でケーキ屋さんをやっているお店でも、八郎潟のイ
チジクなども色々宣伝しておるようですので、様々ツールを見つけながらできればいい
かなと思います。

３番 金一義 大変長い間、ご静聴ありがとうございました。ここで私、教育長さんにお願いしてお
きますけれども、もう一度この問題ではご質問させていただきますので、私も一生懸命
勉強してきますので、よろしくお願いします。

どうも長い時間、ありがとうございました。

議長 三戸留吉 これにて、３番 金一義君の一般質問を終わります。
次に、９番 菊地文人君の一般質問を行います。

９番 菊地文人 ９番 菊地文人でございます。議長より発言の許可を得ましたので、一般質問をさせ
ていただきます。今回は、通告しております表題が２つでございますので、答弁の方よ
ろしくお願いしたいと思います。

午前中の町長の答弁の中で、フェイスブックのお話しがありました。ちょうど私２年
前にソーシャルネットワークＳＮＳの一般質問させていただきました。ようやく２年を
経て実現したということで、非常にうれしく思っていますし、また、国民文化祭のＰＲ
に向けての作成だったのかなと思っています。

今日のお昼アカウントを見てきましたら、いいね！を押してくださっている方々は１
９９名でした。昨日更新したものは、浦大町の塞ノ神公園にニャンパチが行って、その
東屋から写真を撮っている風景が写されていました。最初のページの方は、町長さんが
ニャンパチと一緒にＰＲしているページもありましたし、これから少しずつ色んな形で、
ニャンパチも含めて、こういった議場であるとか、様々な町の情報を発信していただけ
れば、大変うれしく思ってます。私も毎日見ます。よろしくお願いします。

それでは質問に入らせていただきますけれども、これは午前中に数名の方が質問した
ものと重複しておりますけども、答えも若干出ておるんですけども、私なりの見解とい
うことで質問させていただきます。

まずは、人口減対策と小さな拠点づくり、ということでお話をいたします。
２０１３年３月に国立社会保障・人口問題研究所の日本地域別将来推計人口が出まし

て、それをわかりやすくまとめたものですけども、日本創生会議のもと、人口問題検討
分科会が設置されました。いわゆる発表したのは増田リストと言われるものですけれど
も、独自の将来推計人口を基に、このままでは８９６の自治体が消滅しかねない、と人
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口減少予測から導き出されたデータに驚きを隠せません。いわゆる消滅可能性都市とい
われるものでございます。

ちなみに本町は、２０４０年には総人口が３，７９３名、若年女性人口変化率は、２
０１０年対比でマイナス６８．７％となっております。これを受けて町としての人口減
に伴う長期的ビジョン、構想があるかどうかをお尋ねいたします。

また、国土交通省が人口減少克服に向けた地域活性化策で、中心集落へ施設集落とし
た＜ふるさと集落生活圏＞を推進しようと、人口数百から数千人の生活圏を、全国５千
箇所程度つくることを目指しております。このような本町のコンパクトな町に合致して
いると思うが、当局のお考えをお知らせください。

町長 畠山菊夫 菊地議員のご質問にお答えいたします。
日本創生会議の人口減少問題検討分科会は、地方からの人口流出が続く前提で、２０

４０年までに若年女性の人口が５０％以上減少し、消滅する可能性がある市区町村は８
９６あり、中でも人口１万人未満で消滅の可能性が高い市町村は５３２にのぼるという
結果を公表しました。本町の２０４０年の人口推計結果は、菊地議員ご指摘の数値とな
っております。

人口減少問題は、国の最重要課題であり、国では、安倍首相をトップとする「まち・
ひと・しごと創生本部」を設置し、国と自治体がそれぞれ具体策や数値目標を盛り込ん
だ総合戦略を作成することとしております。また、秋田県も人口減少対策チームを立ち
上げるなど、その対策に取り組んでいるところです。

本町の人口減少対策は、若者の定住を図る施策として、雇用の場の確保が重要だと考
えております。本町への企業誘致は現実的に大変厳しいものがありますので、県・近隣
市町村と連携した取り組みを行うことが必要だと思っております。

また、移住・定住対策の取り組みも必要であり、国の人口減少対策を注視しながら、
県と連携し、空き家、空き地を利活用した施策、定住優遇制度の創設などに今後取り組
んでまいります。

なお、人口減少の速度を緩めるためには、出生数の増加を図らなければなりません。
そのためには、安心して結婚・出産・育児をおこなえる環境の整備が必要でありますの
で、今後も独自施策を実施し、各種子育て支援の充実を図ってまいります。

本町は、４キロ四方のコンパクトな町で、県都秋田市へのアクセスもよく、災害の少
ない町という利点があります。この、他市町村にない地理的利点を生かした町づくりが
必要だと考えております。

本町の利点を町内外にＰＲし、雇用の受け皿づくりとＡターンの促進、新規就農者へ
の支援、結婚しやすい環境づくり、子育て・教育の充実、少子化克服に向けた体制づく
りに取り組んでまいります。

次に、小さな拠点づくりについてでありますが、過疎地域等において人口減少・高齢
化が進む中、国土交通省では、小学校区など複数の集落が集まる地域において、商店、
診療所などの日常生活に不可欠な施設・機能や地域活動を行う場所を、歩いて動ける範
囲に集めた「小さな拠点」、そして「小さな拠点」と周辺集落とをコミュニティバス等
の移動手段で繋いだ「ふるさと集落生活圏」の形成を推進することにより、集落の維持
・再生を図っています。

本町は一学区であり、小さな拠点、ふるさと集落生活圏は形成できるのか、国も形成
推進に関する調査を実施中であり情報を収集する必要があると考えております。

９番 菊地文人 ご答弁ありがとうございました。私が思っているものの答えがかなり出ておりますが、
また若干やりとりさせていただきます。

午前中も色々と答弁の中でありましたけれども、人口減に対する考え方は何回も過去
にもお話されていたと思います。全国どこの市町村も同じような考え方であると思いま
すが、やはり独自性を持ったものでなければ、なかなか人口減の対策にはならないのか
なという風に思います。

そこで人口減に対する背景、どういった背景があって人口減になったのか、そしてま
た今後どうすべきかというもののデータを集めながら、以前確か答弁であったと思いま
すけれども、庁舎内でも人口減対策のチームなどを作って、というお話しだったと思い
ますけれども、そちらの方でまた色々独自性を出してやってもらえたらなと思っており
ます。

午前中に色々定住策のお話しあったと思いますけれども、今日はある本を持って来て
るんですけども、「地方消滅」といって岩手県知事であられました増田寛也さんが書い
た本ですが、たぶん皆さん方も勉強されてる方もお持ちなのかなと思いますけれども、



- 40 -

その中で６つほど例をあげております。
例えば、産業誘致型の都市、学園都市、公共財主導型、産業開発型ということで、こ

ちらの方には大潟村が取り上げられております。午前中にお話ししたものでベットタウ
ン型、今後定住策に対して色んな支援をやっていただきたいというお話しが、石井議員
さんからあったと思いますけれども、まさに八郎潟町はベットタウン型、コンパクト型
の両方を兼ね備えたものではないかなと思ってます。ベットタウン型であれば、ちょう
ど秋田市に働きに行く、能代市も含めてですけども、そちらの方に働きに行って、こち
らに住むというものですので、定住策に本当に絞って色んな支援があると思いますけれ
ども、ここに住んでもらうためのものとして考えてもいいのではないかなと思いますし、
またコンパクトシティ型と言われているもの、いま香川県の高松市の丸亀町は、商店街
と住民をうまくミックスさせて色んな施策をやっております。ですので両方兼ね備えた
町独自の施策を今後講じて、いくらかでも人口減のスピードを緩やかにするような施策
が必要なのではないかと思っておりますが、そこら辺独自の考え、どういったものがあ
るのかということですけども、もし今現在で何か考えられているものがあればお知らせ
してください。

町長 畠山菊夫 分析は非常に難しいわけですけども、うちの人口減少の一つには、後を継ぐ方が非常
に少なくなってるということがあります。農業をされている方、それから商売されてい
る方などは、家に住んでしっかりされておりますけれども、ただ勤務されている方、こ
ういう方々が秋田市に住んでおられると、夫婦共々秋田に家を建てる現象が多々ありま
す。そういう観点から、本当に職場の少ない所というイメージで、私も責任を感じてお
ります。雇用の創出は本当に大事だなと思っております。

定住促進ですけども、色々いま本町の場合はアパートが結構あります。そういうアパ
ートに住んでおられるご夫婦の方々に何か定住していただくための策がないものか、こ
ういうことなども検討していきたいなと思っております。

９番 菊地文人 ありがとうございます。確か前にもアパートに住んでいる方の話は出たかと思います
けれども、いずれにしろ町独自の策を講じてもらいたいと思っております。先程紹介し
ました宮城県の女川町のベットタウン型の町長さんがこういった話をしておりました。
働く場所は石巻でいい、女川には寝泊まりしてくれればいい、というような話をされた
そうです。住民感情が色々あるとは思いますけれども、ベットタウン型に対してそうい
った思いを持ってる町長さんでありまして、いわゆる住民を一つのコンパクトな所に集
める、集約型のものでありますけれども、その住民の説明会を、延べ１５０回ほどした
という風なことでございますので、そういった努力が行政側には求められる、このよう
な難しい問題は非常に説明が必要なのかな、という風に思います。

いずれにしろ、色々議論を深め知恵を出していかなければいけないと思いますので、
そちらの方よろしくお願いしたいと思います。

それから小さな拠点づくりについてご答弁をいただきました。八郎潟町、先程から言
われておりますコンパクトな町ということでございますけれども、色々国土交通省も予
算の関係の、人口減少克服に向けた地域活性化策ということでございましたけれども、
いまデマンド型タクシーなど行ってますし、そういったものを、もう少しきめ細やかな
サービスということを位置付けまして、色んな形で結びつけて、地域住民の足に対して
補助ができるものでございますので、なるべく活用できるものは活用してもらえればな
という風には思ってます。スーパーの空き地などもある町ですので、そういったものは
集約型の小さなお店、コンビニと呼ばれるものですけれども、そういったものに改造し
て、地域住民の為になるような、本当に歩いていけるような、小さな集落づくりにして
いかなければ今後いけないのではないかなと思っております。そこら辺の考え方をもう
少しまたお願いしたいと思います。

町長 畠山菊夫 いま国交省でモニター調査を中心に実施しているところがあるようですけども、県に
問い合わせた所、まだ把握してないということでしたので、私の方の町がコンパクトす
ぎるのではないか、ということもあります。例えば、五城目みたいに集落が点在してい
る所などは、これに当てはまっていくのかなと思いますけれども、うちの町は先程答弁
でも言いましたけれども、１学区でありまして、これに当てはまるのかちょっと勉強し
たいと思います。

９番 菊地文人 ４キロ四方のコンパクトな町ということですので、ただし、これからもっと人口減と
いうことになると思いますのでコンパクトでコンパクトな町を目指してもいいのではな
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いかと思います。
そういった形で、一つの小さな部落の中のまた部落を形成する、ということになると

思いますけれども、本当にそうなれば活動の拠点がなんとなく範囲が狭まれてしまう、
集約化されるということで非常に奥ゆかしいところもあるんですけども、これも一つの
施策というか、八郎潟町の未来像の一つではないかと思ってます。

ただし今お話ししている人口減の問題は、すべてが正しい数字とはまだ誰もわからな
いわけでございますので、１０年２０年先はわからない、これは一つの問題提起の数字
だと思ってますので、これからいかようにも変えることも可能ですし、またもっと悪く
なる可能性もあるということですので、非常にナーバスな問題ですけれども、避けては
通れない非常に大きな問題ですので、十分精査して考えてもらえればと思っております。

それでは続きまして２問目の方に入らせていただきます。
表題の２つ目ですけれども、八郎潟町独自の「１％条例」を、ということで質問をさ

せていただきます。「１％条例」と呼ばれている市民活動税制のことで、納税者が市町
村民税の１％を、自ら指定したＮＰＯなどの市民公益団体に提供する制度であります。
簡単にいうと、住民税を１０万円納める人であれば、１％にあたる千円を自分が支援し
たいと思う団体に寄付できる制度でもあります。

住民は寄付することで社会問題の解決に間接的に参加していることになり、団体にと
っては寄付が受け入れやすくなるなど、活動が市民から評価されるということにもなり
ます。団体と寄付者との間に介在することになる行政にとっては、市民の納税者意識が
高まり、市民の主体的な地域づくりの意識が形成されることを期待できると思います。
ＮＰＯなどの団体にとっても寄付者にとっても、新しい社会参加の仕組みとして注目し
ているところでございます。

町民と行政が手を携える町づくりを推進していくためのツールの一つとして提案いた
しますが、町当局の考えをお聞かせ願いたいと思います。

町長 畠山菊夫 １％支援制度を全国で初めて導入したのが市川市と伺っております。この制度は市民
税の内の１％を申請に基づき、地域で活動する市民のためのボランティア団体やＮＰＯ
の活動資金として振り向け、団体の活動を資金面から支援するものです。市川市では、
納税に対する意欲も高まるとして平成１７年度に実施しております。

平成２６年度の申請では１，６５０万円となっており、市民は納税額を増やすことな
く納税額の１％を任意の団体に寄付する制度です。似たようなものには、ふるさと納税
を活用して、任意の団体へ支援する制度もあるようです。

本町はご存知のように自主財源の少ない町であり、歳入の根幹の一つであります町税
から１％支援制度に向けることの是非について、全国の自治体の状況を見ながら判断し
て参りたいと思います。

９番 菊地文人 ご答弁ありがとうございます。先程の町長の答弁の中にもありましたけれども、これ
は千葉県の市川市が全国で初めて導入したということですけれども、もともとは欧米の
方、ハンガリーで始まった制度だと思っております。

目的は先程もお話ししたとおりですけれども、納税に関することで、税金を納める人
にとって、何に使われているのか非常に分かりづらい所もあると思いますけれども、こ
ちらは自分の納めた税金が何に使われるか分かりやすくなるということと、後はもう少
し町の行政に対する参加というか、そういったものを含めたものだと思います。

市川市の場合は、アンケート調査とかをとって、約２年くらいかけてようやく実現で
きたと調べてきましたけども、難しいところもあると思います。

ちょうど１年前ですけども、私が似たような質問をしております。それは１００人委
員会というもので、設置をしてもらいたいということで質問をしております。その時の
答弁は、今は考えていないということでした。考え方は一緒で町民と行政が一緒に何か
をすることの、一つの意味ではあると思います。それによって色々行政のものに参画で
きる、という意味でございますので、非常に似たような話にはなると思いますが、ただ
こちらの方は、税金の一部を条例によって使わせてもらいたいという話です。

今の所秋田県内では、この条例を策定している所は無いと伺ってます。調べた所では、
岩手県奥州市が、１％ではないんですが、０．４％の条例ということで、それを予算化
して登録された市民のＮＰＯなどに、市民投票によって補助金額が決定するという風な
制度を、２００９年から始めたということでございますので、これは１％が妥当なのか
０．４％が妥当なのか、非常に難しい問題でありますけども、そういったものの考え方
で共同化を掲げている町としては、導入されてもおかしくないのではないのかなという
質問でございました。
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そのことに関して町長の方からご答弁お願いしたいと思います。

町長 畠山菊夫 菊地議員言われるとおり、一緒の町づくりをしましょう、という観点から大変良い事
だと思っております。そしてまた、納税意識も高まるのかなとも思っております。いず
れ受け皿を何処にするのか、そういうところも必要ですし、目的は何かということもは
っきりしなければなかなか取り組めない条例でございますので、これから少し勉強して
みたいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。

９番 菊地文人 ありがとうございます。様々な問題がかなりあると思いますので、そちらの方も精査
しながらだと思います。昨日も本会議の中で、不納欠損であるとか、滞納の問題が出て
おりました。そういったものの一つの一助になればと思っておりますので、ご検討よろ
しくお願いいたしまして、質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。

議長 三戸留吉 これにて、９番 菊地文人君の一般質問を終わります。
次に、８番 北嶋賢子君の一般質問を行います。

８番 北嶋賢子 ８番 日本共産党の北嶋賢子です。今回は、２項目の通告をさせていただきました。
皆さんお疲れでしょうけども、アンカーですのでよろしくお願いいたします。

１番として、安倍政権の女性が輝く日本をめざす、について
このテーマが出た時に、「えー酷いなー、女性が輝く日本て何だろう」と思って質問

してみようと思いました。
新内閣に、これまでにない程の女性閣僚が誕生しました。が、男性社会の中で末端の

女性労働者の現状まで知り得るかは、はなはだ疑問です。財界が企業の政治献金を復活
させようとしています。となると、また誰のための政治になるかは明白です。決して女
性のためにはならないと思います。

女性が、結婚・出産を経て育児休業後の職場に復帰した時に、どのような扱いに直面
するか、女性にそれを乗り越える権利意識がないと退職を余儀なくされ、安くて使い勝
手の良い、パート・派遣社員としての再就職が待っています。

結局、将来が不安で結婚しない女性も増えています。イコール少子化問題が生じ、女
性が安心して働くには、仕事と子育ての両立のために、保育や学童保育そして介護制度
等、誰もが活用できる社会的な条件や環境の整備も必要になってきます。

結婚してもしなくても、不利益や差別されることのない社会が、女性が人間として輝
く社会だと、女性として思います。

また役場の庁舎の中に働く女性職員の中で、正職員と臨時職員の数も知りたいと思い
まして通告の中に入れました。

２番です。過疎対策事業債について
加藤議員さんからも質問がありました。近藤議員さんからも人口減の問題提起があり

ました。そして石井議員さんからも若者定住についてありました。いま菊地議員さんか
らも人口減対策がありました。

私は、過疎債のメリットを活用して、私たちに示された自立計画の実践・促進で、過
疎地域の早期返上を願う一人として質問をいたします。

過疎債とは、隣町のような町と思っていました。それだけに過疎債の対象となったこ
とを知り、まさか、と耳を疑いました。反面、良かった、という気持ちもまた生まれま
した。八郎潟町には国道があり、鉄道もある。そして風光明媚な大潟橋からの景色。ど
うして活用しないのか、と言われたのは３０年も前。役場４階で講演した方の話です。

あれから３０年、高速道のインターを有し、駅前開発も緒につきました。これもこれ
からの一つのきっかけだと思います。

人口減を防ぐために、若夫婦向けの住宅が必要と思っています。核家族化している昨
今、町外に家を建てる若夫婦も少なくありません。町に定住させるために、湖東厚生病
院の近い所に、１階は高齢者住宅専用、上階は若夫婦向けに、お年寄りや急に熱を出す
赤ちゃんもいます。病院が近いと安心です。過疎債の対象になるのではないかと思いま
して、通告に入れました。よろしくお願いいたします。

町長 畠山菊夫 北嶋議員のご質問にお答えします。
安倍政権は、持続的な日本の経済成長につなげるための「成長戦略」の中で、女性が

輝く日本をつくるため「待機児童の解消」「職場復帰・再就職の支援」「女性役員・管理
職の増加」等の政策を掲げております。

女性が輝く社会をつくることは、こらからの日本にとって、とても大切なことであり
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ます。人口の半分の女性の能力が、それぞれが望む形で社会で発揮できるようになれば、
日本はもっと強く豊かになると考えます。働く女性達が、働きやすく能力を発揮できる
ように、また子育てをしながら、もっと社会で活躍できるような環境整備が必要だと考
えております。

男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野におけ
る活動に参画する機会が確保され、男女が均等に政治的・経済的・社会的に利益を享受
でき、共に責任を担うべき社会が実現できるよう、男女共同参画社会に向け、その取り
組みを進めていきたいと考えております。

なお、平成２６年度の役場正職員６０名のうち女性の正職員数は１６名、臨時職員５
４名のうち女性の臨時職員数は４０名となっております。

次に、過疎対策事業債についてですが、本町で現在管理している公営住宅は５団地１
６５戸を管理しております。平成２５年３月に八郎潟町公営住宅等長寿命化計画を作成
し、建替等に向けた計画を作成中であります。

質問にありました住宅は中層住宅を指していると思われますが、公営住宅の立地選定
の前提として、その地域にどのような住宅需要が、どのくらい発生しているか把握する
必要があります。

また、中心市街地までの到着時間、購買施設及び公共施設整備状況などの観点から利
便性があることなど考慮する必要があり、町の将来計画、上位計画との整合性をとりな
がら、湖東厚生病院の近くが公営住宅の建設用地に適しているか見極める必要があると
考えております。

８番 北嶋賢子 ありがとうございました。先程の「女性が輝く日本」は、町長さんからご説明いただ
きましたけれども、それは理想だと思います。

それから過疎の方の質問で、私が湖東厚生病院の近くと言ったのは、やはりお年寄り
は病気になりがちですので、いつでも病院に駆け込めるところ。

あと私は二人の子どもを育てたんですけども、赤ちゃんの時は本当によく熱を出すん
です。ですからその時に病院が近いと安心です。

それと家の息子も結婚した時、町営住宅に入れようかと思ったけれども、入るスペー
スがなかったので他に別居させました。新婚時代は別居させるのもいいなと思い、そし
て孫が幼稚園に入る時に帰ってきましたので、今４世代になってます。

このように外に出て家を建てられたら困るので、その防御策として、町の中にやはり
その歯止めになるものがあってもいいかと思って、質問をさせていただきました。

答弁はいりませんけれども、続けて少し付け加えてみたいと思います。
先程女性の権利のところで、女性に権利意識がないと、と言いました。私は２千人の

組合員がいた労働組合で、組合活動をしてきました。もう４５年も前になります。産前
産後の休暇を取って、運良く公立の保育園に長男を入れることができて、職場復帰をし
ました。会社では初めてのケースでしたので、山あり谷ありの復帰でした。今で言う、
気持ちが柔では負けてしまいます。そうして勝ち得た職場も決して輝く職場ではありま
せんでした。でも後に続く女性たちのためにと、負けるわけにはいかなかったので、頑
張ってまいりました。それがきっかけで、その後後輩たちが会社を辞めないできており
ます。

その事と、安倍政権が「女性が輝く日本」と敢えてあげたので、女性を馬鹿にしてい
るなと思いました。みんなそれぞれに頑張っているのです。

ここで二人の女性をあげてみたいと思いますけれども、昨日、議会が終わってから、
元の校長先生をしていたお宅を訪問してみました。校長時代は、すごく凛とした先生で
した。行ったら農作業をしていて、全然雰囲気が違うんです。でも彼女のこういう所も
またいいな、と思って帰ってきました。

もう一人は、ある村の元村長さんです。村長時代は、やはり凛としてあまり笑わない
人でした。ところが村長を終えてから、本当に良く笑うんです。だからこの人は、村長
を辞めてから別の輝きがあるんだなと思いました。

女性は太陽だ、という明言がありますが、いつの時代も女性は太陽でなければならな
いと思います。ですので私は安倍首相が敢えていう「女性が輝く日本」ということに対
しては、異を唱える一人でございます。

再質問にはならなかったですけども、追伸みたいな形で話をさせていただきました。
ありがとうございます。終わります。

議長 三戸留吉 これにて、８番 北嶋賢子君の一般質問を終わります。
これにて、一般質問を終わります。これより各常任委員会を開いていただきます。
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５番 加藤千代美 議長、いいですか。昨日提出された資料について、意見あるのですが。

議長 三戸留吉 はい。

５番 加藤千代美 昨日通告してあった、不納欠損についての資料いただきました。この中で、不納欠損
にいたる３項目が指摘されております。①に６項目、②に４項目、③に２項目指摘され
ております。平成２５年度には２７５人の方が該当しているということが、書かれてあ
ります。この２７５人の方が、この①②③の中に、どの部門に該当するのか、後で資料
追加お願いします。でないと、本当に不納欠損に至るのかどうか、その辺が把握できな
いのでお願いします。

議長 三戸留吉 はい、では最終日は、９月１８日、午後３時より本会議を開催いたします。
本日の会議は、これをもって散会いたします。どうもご苦労様でした。

（午後３時１６分）
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平成２６年八郎潟町議会９月定例会 会議録

第１０日目 平成２６年９月１８日（木）

議長 三戸留吉 ただいまの出席議員は１２名であります。定足数に達しておりますので、八郎潟町議
会９月定例会は成立いたしました。

これより、本日の会議を開会いたします。答弁のため出席を求めた者、町長、副町長、
教育長、各課課長、会計管理者であります。

日程第１、本会議で、各常任委員会に付託された議案等及び請願・陳情について、各
常任委員長の報告を求めます。

始めに、総務産業常任委員長、伊藤秋雄君の報告を求めます。

総務産業常任委員長 伊藤秋雄 総務産業常任委員長報告（別紙報告書のとおり）

議長 三戸留吉 次に教育民生常任委員長、金一義君の報告を求めます。

教育民生常任委員長 金一義 教育民生常任委員長報告（別紙報告書のとおり）

議長 三戸留吉 それではこれより、各常任委員長報告に対する質疑を行います。
まず始めに、総務産業常任委員長 伊藤秋雄君に対する質疑を行います。質疑ありま

せんか。
質疑がないようなので、総務産業常任委員長に対する質疑を終わります。
次に、教育民生常任委員長 金一義君に対する質疑を行います。質疑ありませんか。

８番 北嶋賢子 ８番 北嶋賢子です。補正でも認定でも、広域圏の国民健康保険のことですけれども、
私たちの町からも代表が出ているわけですが、新聞紙上で騒がれました職員の自殺問題
について、委員会の中で説明があったものかどうかお尋ねします。

教育民生常任委員長 金一義 その説明はございませんでした。

議長 三戸留吉 他にございませんか。
質疑がないようですので、教育民生常任委員長に対する質疑を終わります。
これにて各常任委員長に対する質疑を終わります。
次に、日程第２、議案第３６号 八郎潟町消防団員の定数、任免、給与、服務等に関

する条例の一部を改正する条例について、討論を行います。討論ありませんか。
（討論なしの声あり）

議長 三戸留吉 討論なしと認めます。採決いたします。議案第３６号について、委員長の報告は可決
であります。委員長報告のとおり決定することに、賛成の諸君の起立を求めます。

（全員起立）

議長 三戸留吉 起立全員であります。よって議案３６号は、委員長報告のとおり可決されました。
次に、日程第３、議案第３７号 平成２６年度八郎潟町一般会計補正予算（第２号）

について、討論を行います。討論ありませんか。
（討論なしの声あり）

議長 三戸留吉 討論なしと認めます。採決いたします。議案第３７号について、委員長の報告は可決
であります。委員長報告のとおり決定することに、賛成の諸君の起立を求めます。

（全員起立）

議長 三戸留吉 起立全員であります。よって議案第３７号は、委員長報告のとおり可決されました。
次に、日程第４、議案第３８号 平成２６年度八郎潟町国民健康保険特別会計補正予

算（第２号）について、討論を行います。討論ありませんか。
（討論なしの声あり）

議長 三戸留吉 討論なしと認めます。採決いたします。議案第３８号について、委員長の報告は可決
であります。委員長報告のとおり決定することに、賛成の諸君の起立を求めます。
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（全員起立）

議長 三戸留吉 起立全員であります。よって議案第３８号は、委員長報告のとおり可決されました。
次に、日程第５、議案第３９号 平成２６年度八郎潟町後期高齢者医療特別会計補正

予算（第１号）について、討論を行います。討論ありませんか。
（討論なしの声あり）

議長 三戸留吉 討論なしと認めます。採決いたします。議案第３９号について、委員長の報告は可決
であります。委員長報告のとおり決定することに、賛成の諸君の起立を求めます。

（全員起立）

議長 三戸留吉 起立全員であります。よって議案第３９号は、委員長報告のとおり可決されました。
次に、日程第６、議案第４０号 平成２６年度八郎潟町公共下水道事業特別会計補正

予算（第２号）について、討論を行います。討論ありませんか。
（討論なしの声あり）

議長 三戸留吉 討論なしと認めます。採決いたします。議案第４０号について、委員長の報告は可決
であります。委員長報告のとおり決定することに、賛成の諸君の起立を求めます。

（全員起立）

議長 三戸留吉 起立全員であります。よって議案第４０号は、委員長報告のとおり可決されました。
次に、日程第７、議案第４１号 平成２６年度八郎潟町介護保険特別会計補正予算（第

２号）について、討論を行います。討論ありませんか。
（討論なしの声あり）

議長 三戸留吉 討論なしと認めます。採決いたします。議案第４１号について、委員長の報告は可決
であります。委員長報告のとおり決定することに、賛成の諸君の起立を求めます。

（全員起立）

議長 三戸留吉 起立全員であります。よって議案第４１号は、委員長報告のとおり可決されました。
次に、日程第８、議案第４２号 八郎潟町過疎地域自立促進計画の策定について、討

論を行います。討論ありませんか。
（討論なしの声あり）

議長 三戸留吉 討論なしと認めます。採決いたします。議案第４２号について、委員長の報告は可決
であります。委員長報告のとおり決定することに、賛成の諸君の起立を求めます。

（全員起立）

議長 三戸留吉 起立全員であります。よって議案第４２号は、委員長報告のとおり可決されました。
次に、日程第９、議案第４３号 工事請負契約の締結について、討論を行います。討

論ありませんか。
（討論なしの声あり）

議長 三戸留吉 討論なしと認めます。採決いたします。議案第４３号について、委員長の報告は可決
であります。委員長報告のとおり決定することに、賛成の諸君の起立を求めます。

（全員起立）

議長 三戸留吉 起立全員であります。よって議案第４３号は、委員長報告のとおり可決されました。
只今から、各会計の決算認定の議案について採決に入りますので、佐藤代表監査委員

から出席していただきます。暫時休憩します。
（ 休 憩 ）
(佐藤代表監査委員着席)

議長 三戸留吉 再開いたします。
次に、日程第１０、認定第１号 平成２５年度八郎潟町一般会計歳入歳出決算認定に

ついて、討論を行います。討論ありませんか。はい、８番 北嶋賢子君

８番 北嶋賢子 議席番号８番 日本共産党の北嶋賢子です。討論に参加をさせていただきます。
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私は日本共産党の公認議員です。あまりにも酷い国政の中で、町でもいかに町民の生
活を守っていくか、至難の業だと思います。秘密保護法を通し、憲法９条を壊そうとし、
農業を破壊し、消費税を１０％にする、そして原発を流出し、再稼働をさせようとして
います。

国道６号全線開通のニュースが流れました。でも、線量が高いため車から出てはいけ
ないのだそうです。

時を同じくして、福島から電話がありました。お彼岸の中日、９月２３日に婆ちゃん
の納骨をする電話でした。帰還困難区域なので、許可された人しか入れず、防御服も限
られているので、自分たちだけで納骨するから来なくてもいい、との電話でした。母親
の納骨にも立ち会えない夫を見てました。

原発の事故後、現地、大熊町の施設に三日間も放置され、電気も何もない寒い中、お
むつもされっぱなし、自衛隊に救助されたものの亡くなった母を思うと、憤りが募るば
かりです。あれから３年半、納骨で一段落です。

議会活動をするようになって、相変わらず私は２４時間体制です。これまでも是々非
々として対応してきました。平成２５年度の大きな是は、学校給食の地場産野菜の使用
率が、県内最下位から全県トップになったこと。生産者が当初６人から２０人、そして
余剰野菜は市場にも出荷するようになったこと。皆さんがやる気十分で、見ていて楽し
くなってきます。これは最大の是だと思います。

そして非は、むらくもの滝への林道の未舗装です。浦大町には時折、他県ナンバーの
車がきます。手の空いている時は、浦城趾の駐車場まで案内をしています。

過日、むらくもの滝まで行きました。車が１台駐車してました。ススキの穂のように
なったあいこや、みずの実を見ながら周囲を散策して下りる途中、昇ってきた車があり
ました。山登りは昇る人が最優先なのに、その車はバックして私を通してくれました。
申し訳なくて、また来て欲しいと思いました。来たついでに林道沿いにある家の山を見
ながら帰ってきました。

今年は国文祭があります。多くの方に来て欲しいと思います。浦城祭りの時の弁当は、
開くとおかずが片寄っています。道路が悪いものだから、どうしても片寄ってしまいま
す。たった１キロあるか無しやの林道舗装が、どうしてできなかったのか、とても残念
でなりません。

決算の委員会の中で、町の面積１７平方キロメートルの中で、荒らしている山林はな
いかと聞きました。大場沢のことです。というのは、荒らした土地を地ごしらえをして
ブナやミズナラなどを植林し、マイタケやナメコの茸の山にしたら、町が管理している
山で取れた、春は山菜、秋は茸、売る場所は賑わい交流館、作業は団塊世代の私たちが
います。シルバーも良いでしょう。ということで、大場沢の質問を委員会でしたところ
でございました。

今の自民党安倍首相の中での、２５年度決算に対して、私は共産党の公認の議員とし
て、日程１０、認定第１号 平成２５年度八郎潟町一般会計歳入歳出決算認定について
を、非とさせていただきます。

議長 三戸留吉 他に討論ありませんか。
これで討論を終わります。採決します。
認定第１号について、委員長の報告は認定とするものです。委員長報告のとおり認定

することに、賛成の諸君の起立を求めます。
（起立多数）

議長 三戸留吉 起立多数であります。よって認定第１号は委員長報告のとおり認定することに決定し
ました。

議長 三戸留吉 次に、日程第１１、認定第２号 平成２５年度八郎潟町国民健康保険特別会計歳入歳
出決算認定について、討論を行います。討論ありませんか。

（討論なしの声あり）

議長 三戸留吉 討論なしと認めます。採決します。認定第２号について、委員長の報告は認定するも
のです。委員長の報告のとおり、認定することに賛成の諸君の起立を求めます。

（全員起立）

議長 三戸留吉 起立全員であります。よって、認定第２号は委員長報告のとおり認定することに決定
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いたしました。
次に、日程第１２、認定第３号 平成２５年度八郎潟町後期高齢者医療特別会計歳入

歳出決算認定について、討論を行います。討論ありませんか。
（討論なしの声あり）

議長 三戸留吉 討論なしと認めます。採決します。認定第３号について、委員長の報告は認定するも
のです。委員長の報告のとおり、認定することに賛成の諸君の起立を求めます。

（全員起立）

議長 三戸留吉 起立全員であります。よって、認定第３号は委員長報告のとおり認定することに決定
いたしました。

次に、日程第１３、認定第４号 平成２５年度八郎潟町公共下水道事業特別会計歳入
歳出決算認定について、討論を行います。討論ありませんか。

（討論なしの声あり）

議長 三戸留吉 討論なしと認めます。採決します。認定第４号について、委員長の報告は認定するも
のです。委員長の報告のとおり、認定することに賛成の諸君の起立を求めます。

（全員起立）

議長 三戸留吉 起立全員であります。よって、認定第４号は委員長報告のとおり認定することに決定
いたしました。

次に、日程第１４、認定第５号 平成２５年度八郎潟町農業集落排水事業特別会計歳
入歳出決算認定について、討論を行います。討論ありませんか。

（討論なしの声あり）

議長 三戸留吉 討論なしと認めます。採決します。認定第５号について、委員長の報告は認定するも
のです。委員長の報告のとおり、認定することに賛成の諸君の起立を求めます。

（全員起立）

議長 三戸留吉 起立全員であります。よって、認定第５号は委員長報告のとおり認定することに決定
いたしました。

次に、日程第１５、認定第６号 平成２５年度八郎潟町介護保険特別会計歳入歳出決
算認定について、討論を行います。討論ありませんか。

（討論なしの声あり）

議長 三戸留吉 討論なしと認めます。採決します。認定第６号について、委員長の報告は認定するも
のです。委員長の報告のとおり、認定することに賛成の諸君の起立を求めます。

（全員起立）

議長 三戸留吉 起立全員であります。よって、認定第６号は委員長報告のとおり認定することに決定
いたしました。

次に、日程第１６、認定第７号 平成２５年度八郎潟町上水道特別会計決算認定につ
いて、討論を行います。討論ありませんか。

（討論なしの声あり）

議長 三戸留吉 討論なしと認めます。採決します。認定第７号について、委員長の報告は認定するも
のです。委員長の報告のとおり、認定することに賛成の諸君の起立を求めます。

（全員起立）

議長 三戸留吉 起立全員であります。よって、認定第７号は委員長報告のとおり認定することに決定
いたしました。

ここで、佐藤代表監査委員より退席していただきます。たいへんご苦労様でした。
暫時休憩します。

（ 休 憩 ）
（佐藤代表監査委員退席)

議長 三戸留吉 再開します。
次に、日程第１７ 請願・陳情について採決をいたします。受理番号第９号 軽度外
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傷性脳損傷の周知、及び労災認定基準の改正などを求める陳情について討論を行います。
討論ありませんか。

（討論なしの声あり）

議長 三戸留吉 討論なしと認めます。採決します。受理番号第９号について、委員長の報告は採択で
あります。委員長報告のとおり決定することに賛成の諸君の起立を求めます。

（全員起立）

議長 三戸留吉 起立全員であります。よって受理番号第９号は委員長報告のとおり採択することに決
定しました。

次に、受理番号第１０号 消費税１０％への引き上げの中止を求める意見書の提出に
ついての陳情について、討論を行います。討論ありませんか。

（討論なしの声あり）

議長 三戸留吉 討論なしと認めます。採決します。受理番号第１０号について、委員長の報告は採択
であります。委員長報告のとおり決定することに賛成の諸君の起立を求めます。

（全員起立）

議長 三戸留吉 起立全員であります。よって受理番号第１０号は委員長報告のとおり採択することに
決定しました。

次に、受理番号第１１号 農業委員会、企業の農地所有、農協改革など、「農業改革」
に関する請願について、討論を行います。討論ありませんか。

（討論なしの声あり）

議長 三戸留吉 討論なしと認めます。採決します。受理番号第１１号について、委員長の報告は、請
願項目の１、「骨太方針２０１４」ならびに「新成長戦略」に位置づけた「農業改革」
を中止すること、の部分を除いて採択するという、一部採択であります。委員長報告の
とおり決定することに賛成の諸君の起立を求めます。

（全員起立）

議長 三戸留吉 起立全員であります。よって受理番号第１１号は委員長報告のとおり、請願項目の１、
「骨太方針２０１４」ならびに「新成長戦略」に位置づけた「農業改革」を中止するこ
と、の部分を除くこととした一部採択することに決定しました。

次に、受理番号第１２号 政府による緊急の過剰米処理を求める請願について、討論
を行います。討論ありませんか。

（討論なしの声あり）

議長 三戸留吉 討論なしと認めます。採決します。受理番号第１２号について、委員長の報告は採択
であります。委員長報告のとおり決定することに賛成の諸君の起立を求めます。

（全員起立）

議長 三戸留吉 起立全員であります。よって受理番号第１２号は委員長報告のとおり採択することに
決定しました。

以上、今定例会に付議された案件は、すべて終了しました。
これをもって八郎潟町議会９月定例会は閉会いたします。ご苦労様でした。

（午後４時 ７分）


